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アフターコロナのオフィスの在り方「GAFA」が増床を進める理由

日本で初めてテレワークが導入されたのは、38年前。

1984年に日本電気（NEC）が、東京・吉祥寺にサテラ

イトオフィスを設置したのが最初と言われている。だが、

新型コロナウイルス禍の下で、働き方は大きく変化した。

エッセンシャルワーカー以外は、在宅で仕事をする機会が

大幅に増えたのだ。そして、オフィスの床面積を大幅に

減らす企業、本社オフィスを売却する企業も出てきた。

アフターコロナ時代の「オフィス戦略」は、どうあるべき

か。企業経営研究の一環でCRE（企業不動産）・オフィス

戦略を研究するニッセイ基礎研究所・社会研究部上席研

究員の百嶋徹氏に伺った。

コロナ禍の中で増床する「GAFA」と

オフィス見直しに傾く日本企業

東京都が2017年度に行った、都内企業1万社を対象に

テレワークの導入状況の調査を見ると、「導入済み」と答

えた企業の割合は、わずか6.8％に過ぎない。2018年度

でさえも19.2％程度だった。

ところ が、2020年4月に 実 施した 緊 急 調 査 で は、

62.7％が「導入済み」と回答。この背景には、新型コロ

ナウイルスの感染拡大防止のため、テレワークの導入を急

きょ迫られた企業が多く存在した。

その結果、経営者も従業員も「業務によっては出勤せ

ずともこなせる」という気づきを得た。「コロナ禍」という

未曾有の緊急事態の最中、日本の産業界では、「新しい働

き方」として位置づけた在宅勤務を中心とする体制に早々

と移行しオフィスを退去・縮小移転する動きが、従業員規

模が数十人以下の小回りの利くＩＴ系スタートアップを中心

に一部の企業で、2020年前半に先行してみられた。大企

業では、オフィススペースを削減することにまで踏み込ん

だ企業は当初ごく一部に限られたが、2021年に入って業

種を問わず本社を売却する動き（セール・アンド・リースバッ

ク、一部減床を含む）が散見されるようになった。

一方、CRE・オフィス戦略の先進企業でもある米国の巨

大デジタル・プラットフォーマー、「GAFA」(グーグル、アッ

プル、メタ（旧フェイスブック）、アマゾン・ドット・コム)は、

コロナ禍の中、ロックダウンの下での厳しい出社制限を経

験しながらも、あえてオフィス増床を進めている。

中でも、アマゾンは2020年8月、全米6都市で14億ド

ル超を投じて技術開発拠点とコーポレートオフィスを約8.4

万㎡拡張し、3,500人の高度技術人材・コーポレート人材

を新規雇用するといち早く発表した。この計画の中で増床

面積で全体の7割、雇用増で同6割を占め、突出している

「オフィス」はイノベーション創出のための経営資源

アフターコロナのオフィスの在り方
「GAFA」が増床を進める理由

「オフィス」はイノベーション創出のための経営資源

百嶋 徹 氏
●ニッセイ基礎研究所　社会研究部　上席研究員

Interview
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のがニューヨーク州マンハッタンでのプロジェクトだ（図表

１）。アマゾンは17年にシアトルに続く第２本社の建設計

画を発表し、翌年にニューヨークとバージニア州アーリン

トンに2つの新本社を設置することを決めたが、ニューヨー

クの計画は地元の反対などで19年に断念していた。マン

ハッタンには、ＧＡＦＡやスタートアップなどハイテク企業

が優秀な人材を求めて近年相次いで進出している。

また、グーグルは2021年3月、同年内に全米各地でオ

フィスとデータセンターの新増設に70億ドル超の投資を

行い、少なくとも１万人のフルタイム従業員を新規雇用す

る計画を公表した。オフィス増床は、13州17都市の米国

全土におよぶ（図表2）。このうちニューヨークでは、従業

員数を28年までに倍増させることを18年にコミットしてお

り、この目標を達成すべく同市でのキャンパスの存在感を

高める大規模な投資を実施する。

対照的な「オフィス戦略」をとる日米相違について、百

嶋氏は次のように説明する。

「2020年4月に1回目の緊急事態宣言が発出された際

に、日本の産業界で初めて大規模に導入された在宅勤務

でのテレワークは、緊急時の BCP（事業継続計画）対策

であって、従業員が時間・場所にとらわれない多様で柔軟

な働き方を個々の事情に応じて自らで選択できるようにす

る『働き方改革』とは全く次元が異なるものでした。常

に感染再拡大のリスクを警戒せざるをえない、平時（日

常）とは言い難いウィズコロナ期におけるテレワークの継

続も、基本的には従業員の健康・安全を守るための BCP

発動期間の延長ととらえるべきである、と私は考えていま

すが、1回目の緊急事態宣言期間以降のテレワークの継続

を、BCPというより『ニューノーマルな働き方』ととらえ

る日本企業が増えてきているように感じます。そもそも多

くの日本企業では、これまでオフィスをイノベーション創

出や企業文化体現の場として十分に活かし切れていなかっ

所在州名 所在都市名 オフィス新増設の概要（2021年）

バージニア レストン 新オフィス（new Reston office building）
の開設

テキサス
ヒューストン 初のヒューストンオフィスの開設
オースティン キャンパスへの投資の継続

ジョージア アトランタ キャンパスへの投資の継続

ミネソタ ロチェスター 初のミネソタオフィスの開設（2021年初め
に開設済）

ミシガン
デトロイト オフィス改修（further improvements to 

our Detroit, Ann Arbor, and Chicago 
offices）

アナーバー
イリノイ シカゴ

ニューヨーク ニューヨーク
従業員数を2028年までに倍増させる目標に
向けたキャンパスの存在感を高める投資の継
続

マサチューセッツ ケンブリッジ
オフィスへの投資の継続

ペンシルベニア ピッツバーグ

─ ワシントンD.C. 従業員の増員（increase our workforce in 
Washington, D.C.）

オレゴン ポートランド 新オフィスの開設

コロラド ボルダー 成 長 の 継 続（Our growth continues in 
Boulder, Colorado）

ワシントン
カークランド

キャンパスへの投資の継続
シアトル

カリフォルニア （マウンテンビュー） オフィスへの投資の継続（10億ドル超）

（備考1）赤字は新オフィスの開設。
（備考2）�カリフォルニア州は都市名が記載されていなかったが、筆者が本社所在地のマウンテ

ンビューと推測した。
（備考3）�アトランタ、首都ワシントン、シカゴ、ニューヨークでは、「数千の業務（※≒雇用）

を追加する計画である （plans to add thousands of roles in Atlanta, Washington, 
D.C., Chicago and New York）」という（※は筆者による注記）。

（資 料）�百嶋徹「アフターコロナを見据えた働き方とオフィス戦略の在り方（前編）」ニッセイ
基礎研究所『基礎研レポート』2021年3月30日（グーグルの21年3月18日付の公
式ブログから百嶋徹作成）。

●［図表2］グーグル：米国での2021年オフィス増床計画
（2021年3月18日発表）

（備考1）網掛けをした数値は「more than（超、以上）」を示す。
（備考2）北米オフィススペース合計（2019年末）は賃借と所有の合算値。
（備考3）オフィス面積の平方フィートから平方メートルへの換算は、筆者が0.09290304を乗じて算出した。
（備考4）米国従業員数（10万人）は2019年7月22日のプレスリリースから引用。
（備考5）各州単位での活動として記載した従業員数は 2020年8月18日現在（currently）の数値、累積投資は 2010 年以降の累積値。
（資 料）百嶋徹「アフターコロナを見据えた働き方とオフィス戦略の在り方（前編）」ニッセイ基礎研究所『基礎研レポート』2021年3月30日（アマゾンの19年7月22日および20年8月18日付

のプレスリリース、19年アニュアル・レポートから百嶋徹作成）。

●［図表1］　アマゾン・ドット・コム : 米国でのオフィス増床・雇用増計画（2020 年8月18日発表）

所在地名
オフィス増床面積

雇用増（名）④ 1人当たり面積
（㎡）③÷④

【参考】各州単位での活動

所在州名 平方フィート
（公表値） ㎡換算③ 従業員数（名） 累積投資

（億ドル）
ダラス テキサス 100,000 9,290 600 15.5 43,000 160
デトロイト ミシガン 25,000 2,323 100 23.2 13,000 25
デンバー コロラド 20,000 1,858 100 18.6 10,500 28
マンハッタン ニューヨーク 630,000 58,529 2,000 29.3 24,000 70
フェニックス アリゾナ 90,000 8,361 500 16.7 17,000 110
サンディエゴ カリフォルニア 40,000 3,716 200 18.6 90,000 500
上記6拠点または6州の合計① 905,000 84, 077 3,500 24.0 197, 500 893
北米オフィススペース合計（2019年末）または米国
従業員数② 23,012,000 2,137,885 100,000 21.4

①÷② 3.9％ 3.9％ 3.5％
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た、と言わざるをえません。さらに、コロナ禍でオフィス

の利用率が大幅に低下した結果、『オフィスは不要』とま

では言わないまでも、『現状のスペースを維持するのは難

しい』と考えている日本企業は多いとみられます。一方、

GAFA など米国の先進企業は、2020年、コロナ禍が始

まると速やかにBCPを発動し、躊躇なくオフィスを完全閉

鎖して在宅勤務態勢に移行しました。一方でワクチンと治

療薬が行き渡って、ウイルスの脅威が後退して従業員の

安全確保が確認できれば、BCPを直ちに解除しオフィスで

業務を全面的に再開するのが基本形でしょう。すなわち、

CRE 戦略の下でオフィス戦略を組織的に実践できている

先進企業であれば、コロナ後には平時の体制に戻すのであっ

て、最先端のワークスタイルやワークプレイスを活用した

これまでの戦略に大きな変更は生じないはずだからです。

昨夏以降、変異株への懸念から出社再開の延期が続いて

いますが、『コロナ禍が終息すれば平時の体制に戻す』と

いうこれまでの戦略を大きく変更しているわけではない、

と私はみています。GAFA は、オフィスが持つ重要性を

熟知しています。だからこそ、従業員の健康と安全を守る

BCP の厳格な運用の下でオフィスの全面再開を延期する

一方で、コロナ後の日常を見据えて、コロナ禍の中でも、

あえてオフィス増床の動きを見せているのです」

「リーン」型経営と「組織スラック」を備えた経営

イノベーションを起こすのはどちらか

テレワークは通勤時間を節約できるため時間的効率性が

高い。さらにテレワーク中心の働き方に全面的に移行して

オフィス面積を削減すれば、コスト低減効果も見込めるだ

ろう。高度なIT 技術を持つGAFAなら、完全リモートワー

ク態勢に移行することは技術的に非常にたやすいにもかか

わらず、GAFAは、なぜリアル空間における「オフィス」

を重要視するのか。百嶋氏によると「最大の理由はイノベー

ションの創出」だと言う。「平時でのテレワークは、従業

員が働き方の選択肢の1つとして、できるだけいつでも自

由に選択できるようにすべきであり、オフィス勤務を中核

に据えつつも、在宅勤務などのテレワークも選択肢として

備えるハイブリッドワーク態勢がコロナ後の在り方」と前

置きし、次のように分析する。

「サイバー空間にはできないことが、リアル空間にはあ

ります。人が集まることで、社員間の信頼関係が育まれ、

協働して画期的なアイデアを生む。“ワイガヤ ” で、イノ

ベーションを起こす。それは、変えようとしても変わらな

い人間の本性に根差した人間社会本来の在り方なのです。

リアルなコミュニケーションやコラボレーションの蓄積の結

果、企業文化も醸成され従業員の帰属意識も高まります。

また、逆にテレワークの円滑な運用には、オフィスで醸成

された社員同士の信頼感が欠かせません。グーグルが図

表2に示したオフィス増床計画を発表した公式ブログの中

で、サンダー・ピチャイCEOは、『社員間でコラボレーショ

ンし、コミュニティを構築するために直接集まることはグー

グルの文化の中核であり、今後も我々の将来の重要な部

分となるだろう』と述べています。これが企業にとってイ

ノベーションの源となる基盤（プラットフォーム）です。イ

ノベーションを生み続けるのは、『リーン』型の経営なのか、

『組織スラック』を備えた経営か。もちろんリーン型を全

否定はしませんが、イノベーションを生み続けるためには、

良い意味で『経営資源の余裕部分』、すなわち『組織ス

ラック』型の要素が必要不可欠となります。これは、世界

最先端のイノベーションを起こし続けてきたGAFA が証明

しています」

「リーン（lean）」型とは経営資源をぎりぎり必要な分し

か持たない、効率性を高めた経営のことであり、「組織スラッ

ク（organizational slack）」型は緊急事態への備えや

イノベーション創出などに向けた中長期の投資として、経

営資源にある程度の余裕を備える経営ととらえられる。従

業員のためというよりも、経営コスト削減を重視してテレワー

ク中心の働き方へ傾斜するならば、それは行き過ぎたリー

ンな経営だ。その延長で「オフィス不要論」まで唱えてし

まうと、目先の不動産コストは削減できても、事業の持続

可能性（サステナビリティ）に必要なイノベーションが生

まれず、企業文化も醸成されない悪循環に陥るだろう。

結局中長期で見れば、行き過ぎたリーンな経営は経済的

リターンをもたらさない。
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総工費５０億ドルのアップル本社は

イノベーションの源泉として機能

「まず働く場の中核に据えるべきメインオフィス（本社な

ど本拠となるオフィス）がフルパッケージの機能を装備し

て充実し、さらに多様な働き方の選択肢としてサテライト

オフィスが用意され、自宅でのテレワークやワーケーショ

ンなども選べる。社員が個々の事情に応じてできるだけ自

由にさまざまな場所で働ける選択肢が用意されていること

が、『働き方改革』には重要なのです。グーグルのオフィ

スの写真を見ると、移動手段としての滑り台や滑り棒、思

索にふけるためのブランコ、エレキギターなど楽器の演奏

やゲームができる防音仕様のゲームルーム、奇抜で多様

なコミュニケーションスペースや休憩スペースなど、一見

すると業務に関係なさそうなものが目に飛び込んできます。

従業員にとって至れり尽くせりともいえる、個性的で遊び

心満載の快適な空間が提供されています。『組織スラック』

型のオフィス戦略は、優秀な社員の創造性を最大限に発

揮させ、イノベーションにつながると、GAFA はしっかり

と理解しているのです」と百嶋氏は分析する。

では、日本企業は組織スラックを備えたオフィス戦略を

取れるのだろうか。この点について百嶋氏は、マインドセッ

トの抜本的転換が必要だと指摘する。

「例えば、アップルは2017年、カリフォルニア州クパチー

ノの約71万㎡にもおよぶ広大な敷地に総工費５０億ドルと

される新本社屋『Apple Park』を構築しました。この新

本社屋の構築は、創業者の亡きスティーブ・ジョブズ氏が

指揮・主導したプロジェクトでした。最先端の建築技術や

環境技術を惜しげもなく駆使し、従業員の創造性やコラボ

レーション、ウェルネス（健康）、気候変動対策の促進に

重点を置いた Apple Park は、ジョブズ氏にとってクリエ

イティブオフィスの集大成だったのではないでしょうか。日

本企業がアップルに学ぶべき点は、従業員の創造性・コ

ラボレーション・ウェルネス・ウェルビーイング（幸福感）

の促進を通じたイノベーションの継続的な創出、企業文化

の醸成や経営理念の体現のためには、ワークプレイスへ

の戦略投資を惜しんではいけないということなのです。一

方、日本の大企業の多くは、四半期決算の開示義務付け

や外国人株主の台頭など資本市場での急激なグローバル

化の波に翻弄され、2005年前後を境に目先の利益追求

を優先する経営の短期志向に陥った、と私はみています（※

注）。例えば、従業員が気軽に集える休憩・共用スペース

は、イノベーション創出のために確保しておくべき『組織

スラック』型の仕掛けの代表例ですが、短期志向の経営

の下では、仕事に関係のない単なる余分なコストとしてみ

なされ撤去されてしまうかもしれません。従業員の創造性

を育み、結果として中長期での経済的リターンを獲得する

ためには、イノベーションの源となる『組織スラックに投

資する』という発想が欠かせません。多くの日本企業は、

コロナ禍を契機に、経営の短期志向と決別できるかが問

われているのです」

（※注）詳細は、百嶋徹「社会的ミッション起点のCSR経

営のすすめ」ニッセイ基礎研究所『基礎研レポート』2019

年3月25日、同「CSR（企業の社会的責任）再考」『ニッ

セイ基礎研 REPORT』2009年12月号を参照されたい。 

一刻も早く創造的なオフィス戦略を取り入れ、

「ウォー・フォー・タレント」に備えよ

GAFAがオフィス戦略を重視し、巨額投資を行う理由は、

他にもある。米国でハイテク企業が多く集積するシリコン

バレーやシアトルなどでは、「ウォー・フォー・タレント（War 

for Talent）」とまで言われるほど、企業間で人材獲得競

争が激化しているためだ。巨大 IT 企業において、優秀な

人材の引き抜き合いは日常茶飯事。社員を自社に引きつ

けておくための努力を企業側も日々行なっている。

百嶋氏は、「ウォー・フォー・タレント」は日本国内でも

既に始まっている、と警告する。

「日本企業では、一部の大企業やスタートアップなどご

く一部の先進企業を除き、『オフィス環境の整備の巧拙が

人材確保に大きな影響を及ぼす』との危機感は、これま

で欠如していたのではないでしょうか。特定の領域におい

ては、日本でも優秀な人材の引き抜き合戦が始まってい

ます。例えばデータサイエンティスト、AIエンジニア、プ
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ログラマーなどの『DX 人材・デジタル人材』はその代表

例です。日本の人口が減少する中、優秀な若手や経験豊

富なプロフェッショナルのデジタル人材を獲得するために、

『ウォー・フォー・タレント』が激化する可能性は高い。

だから今こそ、日本の経営者には、創造的で自由なオフィ

ス空間の整備と柔軟で裁量的なワークスタイルへの変革を、

セットで推進することが一刻も早く求められるのです。そ

のためには、多くの日本企業で導入・実践が遅れている大

本の『CRE 戦略』をしっかりと取り入れた上で、それに基

づく創造的なオフィス戦略を新たに構築することが急務と

なります。そもそもCRE・オフィス戦略に関わる人材にも、

分野横断的な知見を持つ専門性の高いプロフェッショナル

が本来欠かせません。ちなみに、米国など海外の CRE 先

進国では、CRE 専門人材の転職市場が形成され、企業間

の人材移動が頻繁に起こっており、日本でも外資企業間で

は、既に同様の状況にあります。日本企業には、CRE 戦

略を実践する専任の人材を一刻も早く育て、その専門人

材が外部ベンダーなど専門機関の知見も上手に取り入れ

使いこなすことが望まれます。オフィスを自社の経営理念

や企業文化の象徴と位置づけ、オフィスという不動産に“ 魂 ”

を吹き込む。その上で、ワークスタイルの変革を実施す

ることが望ましいのです」

百嶋氏は「クリエイティブオフィス」の構築・運用の重

要性を強調する。

「従業員の創造性を企業競争力の源泉と認識し、それを

最大限に引き出し、イノベーション創出につなげていくた

めの創造的なオフィス、すなわち『クリエイティブオフィス』

の在り方は、オフィス全体を街や都市など一種の『コミュ

ニティ』や『エコシステム』と捉える設計コンセプトに基

づくことを『大原則』とし、この大原則の下で、従業員間

のつながり・信頼感や交流・人的ネットワーク、すなわち『企

業内ソーシャル・キャピタル を育む視点』や、多様でバ

ランスの取れた働く場の選択肢を従業員に提供する『多

様性を尊重する視点』、従業員の安全確保や BCP 遂行に

資するオフィスを構築する『安全性に配慮する視点』など

を具体原則として取り入れることである、と私は考えてい

ます。この原理原則は、私が先進事例の共通点から抽出

したものであり、『クリエイティブオフィスの基本モデル』

と呼んでいます（図表3）。さらに、この基本モデルという

“ 器 ”を各社仕様にカスタマイズして実際に起動させるため

には、経営理念とワークスタイル変革という“ 魂 ”を吹き

込む必要があります」と百嶋氏は解説する。

人と人が出会い、コミュニティを形成させ、イノベーショ

ンを生む。新しい働き方を提唱するワークスペース、「Workus

（ワーカス）」は、その一翼を担うのかも知れない。

（備考）「健康経営」は、特定非営利活動法人健康経営研究会の登録商標。
（資料）百嶋徹「第7章・第1節イノベーション促進のためのオフィス戦略」『研究開発体制の再編とイノベーションを生む研究所の作り方』（技術情報協会、2017年10月）

●［図表3］クリエイティブオフィスの基本モデル（大原則・具体原則）の概要
大原則 5つの具体原則 概要

オ
フ
ィ
ス
を
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
や

エ
コ
シ
ス
テ
ム
と
捉
え
る

① 企業内ソーシャル・キャピタルを育む視点 休憩・共用スペースの効果的設置、執務フロアのレイアウトの工夫などにより、従業員間のつながり・交流を促進

② 多様性を尊重する視点 多様な働き方など様々な利用シーンを想定した、多様でバランスの取れた働く場の選択肢を従業員に提供

③ 地域コミュニティと共生する視点 不動産が地域社会の自然環境・景観に及ぼす外部不経済を抑制・解消する一方、地域社会に生み出す外部経済効果（地域
活性化など）を最大化

④ 安全性に配慮する視点 ビルの耐震性能、省エネ性能、自家発電機能の強化などにより、従業員の安全確保やBCP（事業継続計画）遂行に資する
オフィスを構築

⑤ 「健康経営」を実践する視点 従業員の心身の健康・活力、快適性、働きがいの向上に資するオフィスを構築、健康経営や働き方改革推進のドライバーと
位置付ける

百嶋徹（ひゃくしま・とおる）
■株式会社ニッセイ基礎研究所　社会研究部　上席研究員
1985年野村総合研究所入社、証券アナリスト業務、財務・事業戦略提言業務に従事。野村アセッ
トマネジメント出向を経て、98年ニッセイ基礎研究所入社。専門は企業経営を中心に、産業競争
力、イノベーション、AI・IoT、CRE（企業不動産）・オフィス戦略、スマートシティ、CSR・ESG経
営等。日経金融新聞（現・日経ヴェリタス）および米Institutional Investor誌のアナリストランキ
ングで素材産業部門第1位（94年）。明治大学経営学部特別招聘教授を歴任（2014～16年度）。
国土交通省『企業による不動産の利活用ハンドブック』の発刊に寄せて、論考「地域活性化に向け
た不動産の利活用」を寄稿（2019年）。CRE戦略の重要性をいち早く主張し、普及啓発に努める。

Profile
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Topics

●国内企業のワークスタイルとオフィス戦略

●～コロナ禍が変える新しい働き方と
　ワークプレイスの変化を読み解く～

変化する働き方とワークプレイス
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Topics 変化する働き方とワークプレイス

国内企業のワークスタイルとオフィス戦略 

コロナ禍から1年、リモートワークが定着するなど、ワークスタイルとオフィスの在り方は、この1年で大きく変化しました。オフィ

スはどこへ向かうのでしょうか。世の中の潮流と今後の方向性を知るヒントとなる2社の事例を紹介します。

1社目は、文具・事務用品、オフィス家具のメーカーとして自ら先進的なワークスタイルを実践し、世に提案してきたコクヨ株

式会社。コロナ禍に直面して以降、転換期にある働き方とオフィスの在り方を発信してきました。2021年2月に、東京品川オフィ

スの自社ビルをリニューアルし、コクヨの働き方の実験場「THE CAMPUS」としてグランドオープン、公開中 ( 一部は法人限定・

完全予約制 )です。2社目は、不動産開発・販売をメイン事業とするデベロッパーながら、DXによる事業拡大を目指し、最新の

テクノロジーを駆使して、オフィスと外の世界がシームレスにつながる新サービスも展開するプロパティエージェント株式会社です。

2020年9月に、新オフィスへの移転を機にフリーアドレスとペーパーレスを実現。その様子もご紹介します。

オフィスはどこへ向かうのか。新しい働き方を実現するオフィス事例

「THE CAMPUS」外観＆ブリッジ部分

コクヨ㈱の「働き方提案」は、1969年に完成した大阪市の新本社からスタートしました。1960年、スチール製品業界への

参入とともに、トータルのオフィス提案に取り組み始めたコクヨ㈱は、本社を兼ショールームとして、社員が実際に働く姿をお客

様に見学してもらう画期的な試みを始めました。現在、北海道から沖縄まで全国に展開する「ライブオフィス」の始まりです。

モットーは、“ お客様より一歩先に失敗する”。この言葉通り、1990年代には、オフィスの OA 化を見据えて早くもフリーアド

レスを実践。2000年代初頭には、社内どこでも利用できる無線 LANシステム、IP 携帯電話を導入し、2010年代にはコミュニ

ケーション重視の観点から、社内外とのつながりを創出するワークスタイルとオフィスプレイスを提案するなど、常に時代を先取

りした提案を続けてきました。

コクヨ株式会社CASE 1

モットーは、“ お客様より一歩先に失敗する”。新しい働き方を提案し続け、50年
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連日見学者が訪れる、コクヨ㈱の働き方の実験場「THE CAMPUS」　

その最新動向が、コクヨ㈱の働き方の実験場「THE CAMPUS」です。品川オフィスを全面リニューアルし、長期的視点で社

会課題解決に取り組むための実験・実践の場として、2021年2月15日にグランドオープンしました。

2030年の未来を予測してふさわしいオフィスを構築しようと、2016年にプロジェクトが発足しましたが、コロナ禍により世界

は一変。発足当初は労働人口の減少やテクノロジーの進化を背景とした働き方の変化、価値観の変化を軸に据えていましたが、

コロナ禍後は、完全在宅勤務の経験を経て「そもそもオフィスはこれからも必要なのか」と、より根本的な問いに立ち返って計

画を再考することに。コクヨ㈱からの一つの答えとして誕生したのが、「THE CAMPUS」でした。

掲 げるメッセージ は「働こう。街 で、チ ームで。」。「み ん な のワーク＆ライフ解 放 区」というコンセプトの 下、「THE 

CAMPUS」を街に開かれたオフィスとしました。パブリックスペース、ショールーム、ライブオフィスの3つの要素を持ち、街と

の接点になる1階と2階にはショップやカフェを設置。屋外空間も含めて地域の人も自由に出入りできるパブリックエリアにしました。

3階以上は社員が働くオフィスエリアで、このうち南館の4階から9階の部分がライブオフィスとして、法人限定・完全予約制で

公開中です。

ライブオフィス部分は「経験を拡張する」をコンセプトに、フロアごとにテーマを設定しており、4階から9階まで順に「捗る」「整う」

「遊ぶ」「試す」「集う」「企む」。部門別ではなく、これらのアクティビティに特化した機能別のフロア構成となっています。例えば「集

う」フロアの8階は、チームでディスカッションしながら働くのに適したスペースに。全フロアは完全なフリーアドレスで、社員は

その日の業務状況や気分などで好きなフロアの好きな場所を選ぶことができます。

12Copyr igh t  © 2021  KOKUYO Co . ,  L td .  A l l  r i gh ts  reserved .

THE CAMPUSのフロア構成 WORK TRANSFORMATION

OPEN LAB/オープンラボ
社外と連携し、新しい技術の
プロトタイピングを実施。

PARKSIDE/パークサイド
ショップやカフェを併設し、地域に
開かれたエリア。

PARK/パーク
大型階段やデッキが印象的な
街に開かれたダイナミックな
屋外空間。

COMMONS/コモンズ
学びのプログラムやサークル活動を
通して、社員が自分らしく学び、働く
ことを目指す場。

XT TOKYO/クロストトーキョー
クイックな企画・開発を推進する
ものづくりの拠点。

お客様を迎えるメインエントランス。
RECEPTION/レセプション

Case Study
● THE CAMPUS のフロア構成
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Topics 変化する働き方とワークプレイス

感染予防対策も、「THE CAMPUS」のポイントの一つです。例えば、社員がオフィス内のどこにいるか可視化される位置情

報システムがあります。コミュニケーションのフォローになるとともに、人の分布状況を見ながら、各人が密を避けて空いている

場所で仕事ができるようにもなっています。また、それぞれの席は、対面も隣同志もアクリル板で仕切られています。

8階「集う」フロアではチームで集まってディスカッションやワーク 4階「捗る」フロアにはハイスペックな機器や家具を置き、業務に集中

コロナ禍で激変した見学者の熱意

「THE CAMPUS」を世に送り出したファニチャー事業本部のマーケティング本部 提案マーケティング部 プラットフォームグルー

プで広報を担当する海老澤 秀幸氏は、「一言でいうと非常に使いやすいです。安心・安全で、快適に仕事ができています」と、

実際に「THE CAMPUS」で執務している感想を口にします。

ライブオフィスには連日見学の申し込みがあり、なかには2度、3度と見に来るお客様もいるとのこと。「コクヨは『お客様より

一歩先に失敗する』ことを心がけて、これまでもオフィスでかなり実験的なことをしてきました。以前は『でもこれって、オフィ

ス家具メーカーだからここまでやるのでしょう？』と、見られていた部分もありましたが、今は違います。コロナ禍でオフィスの

在り方が問われるなか、皆さまが本当に、他社がどうしているのかと気になり、私たちのオフィスを非常に参考にされていると感

じます」と、見学者の熱意を実感しているのは同部 コンテンツグループの幸森 史氏です。

●　●　●

海老澤　秀幸 氏幸
こう

森
もり

　史 氏

https://the-campus.net/about/

URL

THE CAMPUS 検索
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オフィスの役割は、オペレーションワークからコミュニケーション重視へ

このような実践と並行して、コクヨ㈱ではコロナ禍の急激な変化を記録に残しました。それが、幸森氏などが制作にあたった

『WORK TRANSFORMATIONコンセプトブック』です。これからの働き方とオフィスの在り方について考察・提言したもので、

2021年8月現在、Vol.3まで発行されています。刻々と状況が変わるなか、みんなが共有したいことをまとめたいと考え、発信

し続けた結果、この1年余りの間に3冊も発行することになりました。

Vol.1の発刊は2020年6月。コクヨ㈱は感染対策という短期的視点ではなく、コロナ禍において働き方が変わっていくという視

点に立ち、今後のオフィスを考えるべきだという信念をもって情報を発信しました。とても好評で、具体的にオフィスをどのようにつ

くっていけばよいかを提言したのがVol.2です。2020年10月に発刊しました。

Vol.2では、コロナ禍の半年間の行動をデータで振り返り、その上でオフィスに必要な要素を考えました。今後もオフィスに残さ

れると考えられる活動を、センターオフィスをデザインする上で必要な「アクティビティ」とし、「チームビルディング」「高集中ワーク」

など7つに分類。7つのアクティビティを取り入れた具体的なプランニング例を、誌面で紹介しました。

2021年4月に発刊したVol.3は、コロナ禍が始まってほぼ1年が経過したなかで、皆さんがどのようなことを考えたのかを共有す

るために、様々なアンケート結果を載せて、データで振り返りました。職種別のリモートワーク実施頻度、出社頻度別の出社に対す

るストレス・不安、オフィスで行いたい業務とリモートワークで行いたい業務など、この1年余りで定着しつつある新しい生活様式や

働き方の実態を明らかにしました。このうち、コロナ禍の中、リニューアルした「THE CAMPUS」において、オフィスで行うアクティ

ビティが以前のオフィスと変わったことを示すのが以下の図です（『WORK TRANSFORMATIONコンセプトブック vol.3』より）。

『WORK TRANSFORMATIONコンセプトブックVol.3』

16Copyr igh t  © 2021  KOKUYO Co . ,  L td .  A l l  r i gh ts  reserved .
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チーム力の低下と孤独感が課題として浮き彫りになりました。
2020年はコクヨにとっても、自分たちの働き方を見直す１年となりました。これまでもオフィスにとらわれず、自律的に働く場所を選択するABW（Activity
Based Working）を実践してきましたが、政府要請によって始まった完全在宅勤務を経て、出社率約40％という「分散化した働き方」が加速しました。その
ような中で実施した全社アンケートによると、個人の業務生産性や生活の質が向上するという良い結果が得られた一方で、チームの業務生産性の低下や孤独
感を感じるといった心身の健康に課題が残る結果となりました。

WORK TRANSFORMATION分散化した働き方の課題①

2020年9月に実施した働き方アンケート（n=1,362）と健康に関するアンケート（n=2,189）の結果 働き方アンケートに寄せられた意見

個人の生産性や生活の質

「可処分時間が増えた分、将来について見直すように
なった。会社と社外と２つの視点で自身が成⻑するため
の時間にしたいと考えている（20代・女性）」

「子どもの帰宅を出迎えることなんてできなかったが、
今は「おかえり」と出迎えることができて非常に嬉しい
（30代・女性）」

チームの生産性や孤独感

「もともとネガティブだったが、ますますネガティブな
思考になってしまった（30代・男性）」

「人間関係に距離を感じるようになり、ちょっとした相
談のハードルも上がったので、１人でもできる仕事の進
め方になってきたと感じる（20代・女性）」

規則正しくなった
61%

変わらない
33%

不規則になった 6%

食事

GOOD！
個人の生産性や生活の質が向上

COVID-19以前の働き方と比較し、個人の業務の生産性や成
果への満足度が向上したという回答が56%。
通勤・移動がなくなったことで個人の可処分時間が増加し、
睡眠時間や食事の規則性が向上している。

上がった
56%

変わらない
30%

下がった14%

個人の視点

睡眠時間増
41%

変わらない
46%

睡眠時間減 13%

睡眠
n=1,362 n=2,189

NO GOOD… 
チームの生産性や孤独感が課題

COVID-19以前の働き方と比較し、チームの生産性や成果が
下がったという回答が30%。在宅勤務の環境下において肩
こり・腰痛等の身体の疲れが悪化したという回答が41％。
孤独感を感じるという回答が24％となった。

上がった
31%

変わらない
39%

下がった
30%

組織/チームの視点
改善 4%

変わらない
55%

悪化
41%

身体の疲れ

感じない
42%

変わらない
34%

感じる
24%

孤独感
n=2,189n=1,362

熟考：2016-2020.8 判断：2020.9-2021
Case Study

アクティビティポートフォリオ。「THE CAMPUS」におけるオフィスリニューアル前後での7つのアクティビティを比較。

7つのアクティビティ

●2019年までのオフィスと、THE CAMPUS のアクティビティポートフォリオの比較
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Topics 変化する働き方とワークプレイス

以前のオフィスはオペレーションワークに比重を置き、執務デスクが並ぶスタイルでした。しかし「THE CAMPUS」では、オペレー

ションワークは自宅やサードプレイスでやることが増えると予測し、オフィスは人と人とのつながりやチームのつながりを想定した

ものとなると考え具現化しています。

「出社しない」という選択肢がある今、問われるオフィスの存在意義。
オフィスこそが企業活動や創造性、ワーカーの豊かさの源泉

幸森氏に、3冊の発刊を通じて感じた今後のオフィスの方向性について聞きました。「オフィスに対して『行かない』という選

択肢が出てきたなかで、オフィスは、気持ちとして行きたくなる快適性があり、パンデミックに対しては安心して行ける環境であり、

かつ人と接し、新たな刺激が得られる場所だからこそ行くものに変わりました。机が並んでいるだけのスタイルでは、オフィスと

しての存在感が出せなくなっています。『仲間がいる』と感じられる場所になるために、人とのつながりを生み、自分らしく働けて、

この会社に所属してよかったと思えるような具体的な環境が、今後はどんどん求められると思います」。

最後に海老澤氏も、広報を担当する立場から改めてオフィス空間の創出に取り組むコクヨ㈱の使命を語りました。「昨年、コロ

ナ禍で最初の緊急事態宣言が全国一律で発出され、首都圏や大阪などでは様々な社会活動が一時停止を余儀なくされました。

それに伴い、当社もそうでしたが、多くの企業が、ワーカーが一時出社停止する“ がらんどう” のオフィスになってしまいました。

そのような光景は、大きなインパクトで、メディアなどでは『オフィス不要論』という言葉も出ました。しかしコロナ禍のなかで、

オフィスは改めて必要であることがわかりました。私たちが提案しているのは、オフィスこそ企業活動、ワーカーの豊かさ、創造

性を育み、やりがいやつながり感を高める重要な要素だということ。企業にも個人にも、それぞれの視点でのオフィスの価値が

あるはずです。それをこれからも、コクヨが形にして提案していきます。それが昔も今も変わらないコクヨの使命です」。

世界中で働くことの意味、オフィスについて考えられた１年

WORK TRANSFORMATION の発刊を通じて、様々な声やデータに接した幸森氏は「この一年余り、世界中で働くというこ

とやオフィスの在り方が考えられるようになりました。これは今までになかったことではないでしょうか。それまでは、私たちが実

験的なオフィスをつくり、先導してきたと自負していますが、今はお客様が、日本中の方が『これからのオフィスをどうしたらい

いだろうか』と、自分ごととして考えるようになりました」。働く立場でも、その環境を整えるファシリティ担当の立場でも、経営

の立場でも、誰もが真剣にオフィスについて考えた1年でした。

リモートワークについても、企業の意識は刻々と変わっています。変化を感じる象徴

が、オフィスチェアーです。昨年来、コクヨ㈱は自宅で使っても違和感のないデザイン

や機能のオフィスチェアーを開発、販売し、好評を博しています。「リモートワークが始まっ

た当初は、企業はセキュリティを気にしました。でも今は、例えば社員にチェアーを配る

会社もあれば、自宅の環境を整えるようにと一時手当を出す会社もあります。在宅勤務

の環境を個人任せにせず、生産性保持や社員の健康などの観点から、会社が関与する

動きもだんだん出てきました」（幸森氏）。在宅勤務も快適に。家は働く場の1つとして

確実に定着し、オフィスはオフィスでしかできないことをする場へと変わりつつあります。
リモートワーカーに人気のコクヨ㈱のオフィ
スチェアー「ing（イング）」

（本内容は2021年9月時点の情報です。）
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次は、具体的なオフィス移転の事例とそ

こから予見される未来の姿を紹介します。

プロパティエージェント株式会社は投資用

マンション・居住用コンパクトマンションの

開発・販売事業を中心に、プロパティマネ

ジメント事業や不動産クラウドファンディン

グ事業などを手がけている会社です。直近

の2021年3月期決算は、コロナ禍にも関わ

らず18期連続の増収増益を達成しました。その原動力となったのが DX（デジタルトランスフォーメーション）です。

同社は2018年からDXに注力し、お客様への営業活動と社内業務の DXを進めてきました。営業活動では、2018年から遠

方の顧客との商談をzoomに置き換え、国によるIT 重説の社会実験が始まった2019年には、すぐに手を挙げて社会実験に参画

しました。また、同年には投資用マンションの売買取引において電子契約サービスを導入するなど積極的にDXを推進してきました。

コロナ禍で内見や対面の商談などが滞った2020年には、着々と進めてきたこれらの対応がお客様に受け入れられ、営業活動の

底上げにつながりました。業務効率化によるコスト削減により、利益率も改善。コロナ禍にあって、むしろ業績を伸ばすことに成

功しました。業界内で先駆けとなって進めてきたこれらの取り組みは、他社との差別化ポイントになっています。今後もDXを成

長の原動力に据えていく考えです。

プロパティエージェント株式会社CASE 2

18期連続の増収増益を達成。DX 推進が原動力に

●プロパティエージェント㈱が取り組んできたDX推進

エントランス
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社内も DX 推進中。 本社移転を機に、フリーアドレスとペーパーレスを実現

DX 推進の一環で、本格的に社内業務、社内環境の改革も進んでいます。2020年９月には、新オフィスへの移転を機にフリー

アドレスとペーパーレスに取り組みました。ペーパーレスは、徹底して書類の電子化を進めました。移転前に90基あった天井ま

での高さのキャビネットは、移転後は7基に減りました。「最初は、キャビネットを完全になくすと言ったのですが、さすがにゼロ

にするのは難しく、最終的には7基になりました。しかし、地道に電子化を行ったことにより90％の紙類を削減できています。こ

れにより、以前は書類を見るために会社に来ないとできなかった業務が、家でもできるようになり、リモートワークの促進にもつ

ながりました。通勤交通費も削減できています」。こう話すのは、総務業務も兼務し、DX 推進の一翼を担った広報担当者です。

ただし、実行は決して容易ではなく、強い意志を持って社内に働きかける必要がありました。全体のキャビネットだけではなく、

社員一人一人も、フリーアドレス化により個人の机と袖机がなくなることから、机周りに納めていた書類などをすべて処分、また

は電子化しなければなりません。「まずは意識改革が必要でした。不動産業界全体に紙文化が根付いており、それをいかに電子

化するか。一人一人のマインドを変えることがポイントでした。個人が持っていた書類は、基本的に捨てるか電子化するように

徹底しました。『残っていたら捨てますよ』と強く言い、通常の業務と並行して身辺の整理を進めてもらいました。2020年のゴー

ルデンウィーク明けに移転が決まり、実質2カ月で処分と電子化を終えました」（広報担当者）。

フリーアドレスになった現在、貴重品は個人のロッカーに入れ、普段の業務はパソコンを持ち歩き、好きな場所で行っています。

以前は各自の机に様々な資料が置かれていましたが、すっかりなくなり、社内の美観も向上しました。ペーパーレス化に伴って

ゴミ箱も、1人1個からフロア全体で3個になり、極力紙を出さないスタイルを徹底しています。1人1台あった固定電話も、通話・

受信確認用に各部署に２台程度に激減。全員が社内用のスマートフォンを持ち、営業担当者もスマートフォンで支障なく電話営

業を行っています。

雑然としていた個人の机がなくなり、キャビネットやゴミ箱も激減したオフィスについて、広報担当者は、「精神的に解放感があり、

仕事にも集中できるようになりました」との感想を持っています。

社員が執務をする場所は、通常の執務スペースに加え、エントランスからつながるオープンスペースにあるカフェ風の席、打

ち合わせにも使えるファミレス風の席など、空いてさえいればどこでも自由です。固定席だったときと比べ、年代や部署も異な

る人と隣り合う機会ができ、思わぬコミュニケーションも生まれているそうです。「社内のいろいろな部署の人と話せるようにな

りましたし、特に女性社員は、周辺の人にお菓子を配って、そこから会話が生まれることなどもあるようです。以前は執務スペー

スが2つの部屋に分かれていて、部屋が違うとほぼ交流がなかったのですが、今はワンフロアで、しかもフリーアドレスなので、

目に見えて社員間の交流が増えています」と広報担当者。社内の雰囲気も明るくなりました。

カフェ風席、ファミレス風席でも自由に仕事ができる
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入室は顔認証システム『FreeiD( フリード)』で。
オフィスと社会をシームレスにつなぐ新サービス

DXが進むプロパティエージェント㈱のオフィスの入口にあるのが、子会社 DXYZ 株式会社が開発した顔認証システム『FreeiD』

です。カードキーは不要で、顔が IDとなって開錠できる仕組みです。現在は、自社開発したマンションで導入が進んでいます。

元々、マンションの付加価値として開発が始まったシステムですが、マンションだけでなく大きく広げていく構想を持っています。

部署によって異なりますが、オフィスへの出社率は全社平均で6割程度。営業担当は出社が多く、人事総務部、経営企画部な

どのバックオフィスの部門は在宅が多いそうです。営業担当に出社が多い理由は、「お客様とのコミュニケーションはオンライン

化が進んでいますが、自宅で一人での商談は難しい点もあります。わからないことがあれば周りの人にすぐに聞ける環境が大事

なので、オンライン営業でもあえてオフィスを選ぶ人が多いです」とのこと。

このほか、以前から顧客管理などにはSaaS（Software as a service）を導入しており、営業活動の DX、社内業務 DX、

そしてこのフリーアドレス＆ペーパーレスと、着々とプロパティエージェント㈱のオフィスは変革しています。同社では、2年余り

にわたって取り組み、蓄積してきたDX のノウハウを、今後はコンサルティングサービスとして外部に展開することも視野に入れ

ています。失敗も含めて実地に経験したからこそ提供できるソリューションがあり、それが、不動産業界全体の DX 推進につな

がると考えています。

『FreeiD』の将来の姿について、開発を担当した執行役員 兼 CDOの新宮由久氏に聞きました。「家やオフィスの鍵、自販機、

コンビニ、駅の改札など、現在、スマートフォンをかざして認証しているものを、すべて顔でできるようにするシステムです。目

指すのは、朝起きて家を出て、電車やバスで会社に行き、お昼にコンビニで買い物をし、途中でタクシーにも乗り、最後は家に帰っ

てくる。その行動すべてを何も取り出すことなく、顔をかざすだけでできてしまう世界です。スマートフォンは忘れるし、電池も

切れますが、顔ならその心配はありません。顔をすべての IDとして使うことを考えています」。

既に、技術的には充分可能で、その世界の実現を目指し、現在、開発と導入を進めているところです。自社のオフィスと開発

物件だけでなく、外部のカプセルホテル、エンターテインメント施設、オフィスビルなどへの提案と導入が着々と進んでいます。

顔一つで入退出や決済などが何でもできる世界が、少しずつ現実になっているようです。

オフィス入口には、自社で開発した顔認証システム『FreeiD』

執行役員 兼 CDO

新
しんぐう

宮　由久 氏

●　●　●
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Topics 変化する働き方とワークプレイス

入退室機能 オフィス受付機能

オフィスのエントランスが顔認証だけで開錠可能。
カード等をカバンから取り出すあの煩わしさから開放!

訪問時、顔をかざすだけで担当者を呼び出し可能。
訪問時、担当者入力不要で入力の煩わしさから開放!

特許第6804678号 特許第6896131号

●顔認証システム『FreeiD』事業概要

プロパティエージェント㈱の本社では、エントランス、執務スペース、会議室などの入口に『FreeiD』を設置。顔で開錠で

きるようになっています。来訪者も同様に、あらかじめ顔を登録しておけば、当日はその時間に顔認証で入室できます（タッチ

パネルで操作する通常の受付システムもあります）。

17 OfaaS Quarterly Report 2022 Vol.6



「鞄からカードを出すのは、手がふさがっているときは案外面倒です。顔をかざして入れるのは、慣れると非常に楽ですね」と、

新宮氏がユーザーの立場で感想を言えば、広報担当者も「以前はよく、社員から入室カードをなくしたから再発行してほしいと

言われていました。その手間も大変ですし、何よりセキュリティ面が不安です。顔認証になってそのようなことがなくなりました」

と利点を挙げます。支店やサテライトオフィスなど拠点が複数ある会社なら、さらに利便性は増すでしょう。

『FreeiD』導入済の自社の分譲物件では、入居者の方々にも好評とのことです。特に荷物と子どもで手がふさがりがちな子

育て世代などには、非常に安心かつ便利に使われているようです。現在はまだ「点」での導入であり、利便性を感じられる機会

も限られますが、例えばユーザーとの接点が多い生活やインフラ関連の会社などで導入されれば、使える場所が一気に増え、

利便性は大きく向上するでしょう。「面」となれば、それをきっかけに、一気に広く世の中に導入が進むかもしれません。プロパティ

エージェント㈱では、『FreeiD』をそのような世界のスタンダードにすることを目指しています。

オフィスからその先に広がる世界へ。少し先の未来を予見させるサービスです。

コロナ禍により、人々の意識や行動は大きく変わり、その変化にアップデートするために、世の中のありとあらゆる場が変革を

余儀なくされました。なかでもこの1年余りのオフィスまわりの変化と進化は、本当に目を見張るものがありました。オフィスに

対して「行かない」という選択肢が出てきた―という本質的な指摘や、「顔」でオフィス、家、サードプレイスを自在に行きする

未来図が印象的な2つの事例でした。これからも進化を続けるオフィスから目が離せません。

オフィスの変化と進化に目を見張った1年。これからの姿にも期待
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従業員数1,000名以上の
企業・組織に所属する勤務者・経営者

レンタルオフィス・シェ
アオフィスの契約決定
権限者（調査⺟集団）

Topics変化する働き方とワークプレイス

～コロナ禍が変える新しい働き方と
　ワークプレイスの変化を読み解く～

ここ数年、企業では人材確保や生産性の向上を目指した働き方改革が進められ、毎日会社に出勤するという習慣化された働

き方から、場所や時間に捉われないフレキシブルな働き方への転換を目指す企業が増えつつある。2020年春からの新型コロ

ナウイルスの世界的な感染拡大から約1年半以上が経ち、企業の働き方やワークプレイスに関する考えはどのように変化してい

るのだろうか。オリンピック・パラリンピックも開催される中、日本政府が時差出勤やテレワーク等を強く推奨したことにより、

多くの企業やオフィスワーカーは働き方の見直しを余儀なくされた。この過渡期に実際のオフィスワーカーはこの状況をどう感じ、

どう捉えているのか。

株式会社オファーズ（以下、オファーズ）では大手シンクタンク会社連携のもと、2021年7月より、2カ月に渡り企業のオフィ

ス利用の実態や働き方に関して大規模なwebアンケート・デプスインタビュー調査を行い、現在利用中のフレキシブルオフィス・

シェアオフィスへの満⾜度、関⼼度合いの可視化及びこれからの新しい働き方の方向性について詳細な分析を行った。本レポー

トはその調査の結果を公表するものである。

●以下の質問により抽出
「会社名義でシェアオフィス/レンタルオフィスを契約
する場合、あなたは契約当事者、あるいは、契約を
許可できる⽴場にありますか」
上記に⼊らない場合は以下で「はい」と答えた回答
者も対象。

「会社名義でシェアオフィス/レンタルオフィスを契約
したい場合、あなたは契約の提案や進⾔ができる⽴
場にありますか？」

本社所在地が東京、⼤阪、神奈川、埼⽟、
千葉、愛知、宮城、兵庫、福岡の企業・組
織（貴社既存拠点を対象に潜在顧客が⾒込
まれるエリアを想定）

①⽇本国内に在住する成⼈就労者および経営者（※休業者は含む）

②所属する企業、組織の従業員数が1,000名以上

③本社所在地が東京、⼤阪、神奈川、埼⽟、千葉、愛知、宮城、兵庫、福岡の企業・組織に所属

④レンタルオフィス・シェアオフィスの契約決定権限者、あるいは契約進⾔者
調査対象（⺟集団）の条件に該当する者の中から、サンプル（標本）として合計600サンプルを⽬標として抽出。
その割付⽅法として、レンタルオフィス/シェアオフィスを契約したことがある（過去利⽤含む）サンプルを400サンプル（⺟集団AおよびAʼ）、契約したことがないが、契約
を検討したことがあるサンプルを200サンプル（⺟集団B）を⽬標として取得し、それぞれの⺟集団に対して、異なる質問を合計49問質問した。
※SA=シングルアンサー：アンケート調査における質問・回答形式の1つである。1つの質問に対して複数の選択肢がある際に、その中から回答を1つだけ選ばせる方式

調査対象

Webアンケート調査対象対象者は下記①～④すべて含む者とした
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53.0 

10.4 

8.3 

11.4 

2.9 
3.3 
1.9 

4.3 4.5 
東京都
神奈川県
愛知県
大阪府
兵庫県
福岡県
宮城県
埼玉県
千葉県

SA/N=483

92.0 

3.5 4.5 

会社勤務

会社経営・役員

公務員・教職・
非営利団体職員

5.0 

30.0 

31.1

20.1 

13.5 

0.3 

経営者・役員

部長クラス

課長クラス

係長・主任クラス

一般社員クラス

その他専門職・特別職

25.0 

12.8 

7.7 6.0 

48.5 

1,000～1,999人

2,000～2,999人

3,000～3,999人

4,000～4,999人

5,000人以上

70.8 

29.2 
契約当事者、あるいは、
契約を許可できる立場

契約の提案や進言が
できる立場

回答者の属性

回答者の勤務先の総従業員数は5,000⼈以上が最多。役職は課⻑クラスが最多。

■回答者を属性別に分類すると、各項⽬で最も多い属性としては、総従業員数5,000⼈以上（48.4%）、課⻑クラス（31.1%）、契約当事者（70.8%）となった。
■本調査では、役職が部⻑クラス以上レベルのサンプルをある程度取得することに成功（35.4%）し、決裁当事者の⾯から⾒ても多く獲得（70.8%）することに成功した。

SC4.勤務先の総従業員数 SC7.役職 SC12.決裁権限

回答者の職業は9割超が会社勤務者・都道府県は東京都が最多。

職業・都道府県・業種

勤務先の総従業員数・役職・決裁権限

情報サービス業

その他サービス業

金融業（銀行・保険・証券）

機械製造・材料系製造業（その他機械、化学、金属など）

電気機械器具製造業（情報通信電機）

建設業

運輸業

電気・ガス・熱供給・水道業

卸売業・商社

製造業（自動車など）

輸送用機械器具製造業（自動車など）

小売業

中央官庁・地方公共団体

11.0 

9.9 

9.7 

9.3 

8.9 
6.2 

6.0 

4.6 

4.3 

4.3 

3.7 

3.7 

3.7 

3.3 
2.7 

1.0 
1.4 
0.4 

0.2 

0.2 

5.5 

■回答者を属性別に分類すると、各項⽬で最も多い属性とし
ては、会社員（91.1%）、東京都の企業に勤務（53.0%）、
情報サービス業（11.0%）となった。なお、製造業は合算す
ると28.1%となり、情報サービス業を抜いて⾸位となる。
■なお、従業員規模別に利⽤業種をみるとほぼ⽐率に変化は
ないが、従業員規模1,000⼈〜1,999⼈の企業では「その他
の製造業（⾷料品、繊維、出版など）」が全体平均よりも約5
ポイント⼤きく全業種でトップとなり、従業員規模5,000⼈以
上の企業では「⾦融業（銀⾏、保険、証券）」の⽐率が平均
よりも約5ポイント多く全業種でトップとなった。また、従業員
規模1,000⼈〜1,999⼈の企業では「その他のサービス業」
が平均よりも約3ポイント少なかった。

SC1.職業 SC2.勤務先の都道府県

回答者の業種は情報サービス業が最多。

SC3.勤務先の業種

■情報サービス業
■その他サービス業
■金融業（銀行・保険・証券）
■機械製造・材料系製造業（その他機械、化学、金属など）
■電気機械器具製造業（情報通信電機）
■建設業
■運輸業
■電気・ガス・熱供給・水道業
■卸売業・商社
■製造業（自動車など）
■輸送用機械器具製造業（自動車など）
■小売業
■中央官庁・地方公共団体

■通信業（電話、電気通信）
■不動産業
■医療・保健・福祉
■教育業
■調査・販促・広告
■農林漁業・鉱業
■飲食店

SA/N=483

SA/N=483

SA/N=483 SA/N=483 SA/N=483
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Topics変化する働き方とワークプレイス

今回調査からのファクト

●テレワーク利⽤率は8割以上。そのうち、サテライトオフィスでのテレワークは36%

●レンタル/シェアオフィスの利⽤停⽌理由は「労務管理上の都合」「必要性が薄かった」がトップ２。
　労務管理上の課題は部下の仕事の状況が分からないことが中⼼。
　Workusは「利⽤したい」との声が多かった。部下の状況把握のほか、シェアオフィス契約が従量課金制の場合、コストを把握す

ることができるため。

●「テレワークの課題」のトップは「（⾃社）社員間コミュニケーション」

●（⾃社）社員間コミュニケーションの課題があることが、「オフィスが必要である」理由の⼀因。
　部下の顔⾊や様⼦を⾒ることができなくなったことでマネジメントに課題。
　シェアオフィスに不定期・定期的に集まって作業をしたりすることで課題解決につながる可能性あり。

●他の利⽤者との交流上のメリット（成果）を感じた企業は全体の5割以上だが、⼊居動機に他の利⽤者との交流を上げたのは全体の2割。
　コロナ禍前でも他社との交流メリットを感じることはほぼなく、交流内容は案件獲得よりも同業種との情報交換が中⼼。

シェアオフィスの需要拡⼤の傾向調査

シェオフィス⼊居者数拡⼤の傾向調査

シェオフィス非選定理由・希望サービス内容傾向調査

●従業員はオフィス⾯積はやや⾜りないとするも、今後の⽅向性は⾯積縮⼩傾向。

●レンタル/シェアオフィスの利⽤動機は「オフィススペースを削減するため」が1位、「柔軟な働き⽅を実⾏するため」が2位。
　会議スペースを増やして個々の作業スペースは半減という形で設計している。
　フリースペースを多くして、将来的にAIで代替できる営業部⾨等の⾯積を削減。との意見も。
　⼩⽥原や静岡に家がある社員向けに、そのような郊外に拠点を作っても良い。単⾝赴任⼿当の削減も可能。

●従業員規模が⼤きくなるほど1企業あたり契約⼈数が⼤。従業員5,000⼈以上の企業の全体の3割が201名以上での契約。
　従業員数1,000⼈以上の今回調査対象者は総じて部署ではなく会社での契約が多い。

●⾮選定理由は「利⽤コスト・料⾦」が1位。
　社内決済上のポイントは⽴地、料⾦、セキュリティのほか費⽤対効果（作業⽣産性、交渉の場としての利⽤など）。 コストが⾼くても、

それを上回る効果が⾒込まれるならば、コストは問題にならない（取引先との交渉に当たって利⽤する際に、利便性の⾼い⽴地やグレー
ドの⾼いオフィスであれば、取引先から歓迎されるケースもある）希望サービスでは、「⼀⼈⽤の⼩部屋」についてが全体の3割が
重視している（同質問で最上位）。

●レンタル/シェアオフィス検討の際の重視項⽬では、「多拠点での利⽤」について全体の3割が重視。
　シェアオフィスは、⾃社オフィスよりも⾃宅もしくは顧客のオフィスビルから近い場合に利⽤する。従業員の居住地が分散している

場合や、ユーザー企業の顧客のオフィスビルの場所が分散している場合に多拠点利⽤する。

調査の要約

●レンタル/シェアオフィス利⽤動機は「オフィススペースを削減するため」が1位、「柔軟な働き⽅を実⾏するため（働き⽅改⾰・⼦
育て⽀援など）」が2位、「サテライトオフィスとして利⽤するため」が3位。

●レンタル/シェアオフィス選定理由は「拠点の場所/アクセス」が⼤差で1位、「利⽤コスト・料⾦」が2位、「設備の充実」が3位で続く。

●シェアオフィスの⾮選定理由は「利⽤コスト・料⾦」がトップ。 「拠点の場所/アクセスの問題」 「室内セキュリティ・プライバシーの問題」
も上位。

●「⼊居⼈員規模（床⾯積）の拡⼤」を考えている割合は約3割。コロナ禍を契機とした利⽤が多く、レンタル/シェアオフィス事業者とっ
て今が追い⾵。

21 OfaaS Quarterly Report 2022 Vol.6



3.1

44.5

4.3

32.3

15.7
歓迎する

やや歓迎する

どちらとも言えない

あまり歓迎しない

歓迎しない

2.73.3

45.5

32.1

16.4
歓迎する

やや歓迎する

どちらとも言えない

あまり歓迎しない

歓迎しない

テレワークの状況と今後の意向

テレワーク利⽤率は8割以上。そのうちサテライトオフィスでのテレワークは36%が実施。

●「Q1. 回答者のテレワーク利⽤率」より、回答者のテレワーク利⽤率はおよそ7割となっている。会社としてレンタル・シェア
オフィスを利⽤しているにも関わらず「いいえ」と回答した回答者もわずかに存在したが、これはレンタル・シェアオフィスを
本社・⽀社オフィス、営業拠点としているなどが想定される。なお、回答者のテレワーク利⽤率は従業員規模1,000⼈〜1,999
⼈の企業が突出して⾼くなった。

●「Q2.テレワーク形態」より従業員規模別にテレワーク形態をみると、従業員規模1,000⼈〜1,999⼈の企業は「サテライトオフィ
ス勤務」が少なくなっており、従業員規模が⼩さい場合はサテライトオフィスへの勤務があまり浸透していないことがうかがえる。

コロナ収束後もテレワークを歓迎。

●「Q3.テレワークへの態度」、「Q4. 新型コロナウイルス収束後のテレワークへの態度」より、テレワークへの態度をみると7
割以上が歓迎しており、新型コロナウイルス収束後もその意向は変わらない。

Q3.テレワークへの態度 Q4.新型コロナウイルス収束後のテレワークへの態度

93.5

33.8

36.2

92.2

31.4

27.5

91.2

37.7

40.4

95.5

32.8

38.3

在宅勤務（自宅でのテレワーク）

モバイルワーク（外出先のオフィス以外の場所）
Ex.喫茶店）などで行うテレワーク

サテライト・シェアオフィス勤務（自社オフィス以
外のオフィスで行うテレワーク）

5,000人～（ｎ=201） 2,000～4,999人（n=114） 1,000～1,999人（n=102） 全体（n=483）

回答者のテレワーク形態・従業員規模別 MA

回答者のテレワーク利⽤率・従業員規模別 SA

86.3

84.3

89.1

85.9

13.7

15.7

10.9

14.1

全体（n=483）

1,000～1,999人（n=121）

2,000～4,999人（n=121）

5,000人～（n=234）

はい いいえ

SA/N=483 SA/N=483
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Topics変化する働き方とワークプレイス

出社の頻度

出社頻度は「週に2〜3回」が最⼤。フルリモートは少数派。毎⽇出勤者はテレワーク導⼊ニーズ⼤

●オフィスへの出社頻度を⾒ると、「週に2〜3回」が最も多く40.3%、次いで「（ほぼ）毎⽇」が24.4%、「週に1回」が
18.8%で続いており、現在でもフルリモートの企業は少数派で、オフィスも必要とされていることがうかがえる。⼀⽅、本調
査は課⻑クラス以上の役職者のサンプルの割合が⾼くなっており、部署監督のため出社の割合が⾼くなっている可能性もある。

●業種別に⾒ると、製造業は⾮製造業と⽐べると「（ほぼ）毎⽇」の割合が低く（-8.4ポイント）、「週に2〜3回」も⾮製造業よ
り低くなっており（-5.2ポイント）、製造業の出社頻度の低さがうかがえる。

●「Q1. 回答者のテレワーク利⽤率」より、 1,000⼈〜1,999⼈の企業でテレワーク利⽤率が⾼い（84.3%）場合でも、ほぼ
毎⽇出社している⼈が25.6%も存在するのは、制度としてテレワークを導⼊しているが、テレワークの課題により利⽤に⾄っ
ていない層が⼀定数存在することが伺える。

●希望する出社頻度を実際の出社頻度と⽐較すると、「（ほぼ）毎⽇」が少なくなっており、代わりに「週に2〜3回」 「週に1回」
が多くなっているため、毎⽇オフィスに出社している回答者が、 オフィスへの出社を減らしたがっている（テレワークを利⽤したがっ
ている）ことがうかがえる。この傾向は製造業でより顕著である。また、従業員数1,000⼈〜1,999⼈の企業でより顕著である。

Q6.希望出社頻度・従業員規模別 SA

1,000～1,999人（n=121） 2,000～4,999人（n=128） 5,000人（ｎ=234）

ほぼ毎日
週に2～3回程度
週に1回程度

1カ月に2～3回程度
1カ月に1回

2～3カ月に1回
それ以外

Q6.希望出社頻度・業種別 SA

ほぼ毎日
週に2～3回程度
週に1回程度

1カ月に2～3回程度
1カ月に1回

2～3カ月に1回
それ以外

全体（n=483） 製造業（n=136） 製造業外（n=347）

Q5.出社頻度・従業員規模別 SA

ほぼ毎日
週に2～3回程度
週に1回程度

1カ月に2～3回程度
1カ月に1回

2～3カ月に1回
それ以外

1,000～1,999人（n=121） 2,000～4,999人（n=128） 5,000人（ｎ=234）

Q5.出社頻度・業種別 SA

ほぼ毎日
週に2～3回程度
週に1回程度

1カ月に2～3回程度
1カ月に1回

2～3カ月に1回
それ以外

全体（n=483） 製造業（n=136） 製造業外（n=347）
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オフィスの⾯積と今後の意向

オフィス⾯積はやや⾜りないとするも、今後の⾯積意向は縮⼩傾向。

●「Q7.⾃社オフィス⾯積への態度」より、「ちょうどよい」が最も多く44.0%、次いで「やや⾜りない」が34.2%で続いた。「⾜
りない」全体では41.4%にのぼり、「余っている」全体の18.6%を⼤きく上回っており、オフィス⾯積の不⾜傾向がうかがえる。

●しかし、「Q8.⾃社オフィス⾯積の今後の意向」より、「現状維持」が60.7%、「縮⼩・削減」が31.1%となっており、オフィ
ス⾯積を増やす動きは広まっていない。

オフィス⾯積はやや⾜りないとするも、今後の⾯積意向は縮⼩傾向。
自社オフィスの必要理由は社員間コミュニケーションがトップ。

●「Q9.⾃社オフィスの必要性」より、「必要」全体で71.6%となっており、今後もフルリモートはあまり広まらず、オフィスは
企業活動にとって重要な役割を果たしていくことが想定される。「Q10.⾃社オフィスの必要性」より、その理由としては、「⾃
社オフィスでしかできない仕事のやり⽅や社員間コミュニケーションがあるから」がトップとなっており、⽣産性関連の選択肢
は⽐較的低い回答率となった。なお、「⾃社オフィスでしかできない〜」は従業員規模が⼤きくなるほど回答率も⾼まった。

● Q10.⾃社オフィスの必要性」より、その理由としては、「⾃社オフィスでしかできない仕事のやり⽅や社員間コミュニケーショ
ンがあるから」がトップとなっており、⽣産性関連の選択肢は⽐較的低い回答率となった。なお、「⾃社オフィスでしかできな
い〜」は従業員規模が⼤きくなるほど回答率も⾼まった。

Q10. ⾃社オフィスの必要理由

57.8
37.3

31.8
28.0
27.5

24.6
24.0
22.0

2.0

自社オフィスにいることでしかできない仕事のやり方や社員間コミュニケーション、体験などがあるから
対面を前提とする仕事だから

自社オフィスの方が、通信環境やオフィスの備品が揃っているから
集まって仕事をすることが前提だから

自社オフィスの方が仕事がはかどる（効率的）だから
自社オフィスの方が働きやすいから

自社オフィスでの社員との交流により、心身の安定に繋がるから
自社オフィスに行くことで、生活やリズム、気分転換など、精神衛生上、有効だから

その他

2.1

31.1

6.1

60.7

オフィスを無くす

縮小・削減

現状維持

拡大・増床

7.2

34.2

12.8

40.0

5.8

非常に足りない

やや足りない

ちょうど良い

やや余っている

大いに余っている

Q7. ⾃社オフィス⾯積への態度 Q8. ⾃社オフィス⾯積の今後の意向

SA/N=483 SA/N=483

20.9

1.9

6.4

50.7

20.1

絶対に必要

必要

どちらとも言えない

あまり必要ではない

不要

SA/N=483

 MA/N=346

Q9. ⾃社オフィスの必要性
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Topics変化する働き方とワークプレイス

テレワークとレンタル/シェアオフィス・テレワークの課題

テレワークに伴うレンタル/シェアオフィスは「あれば使う」が最多。
まだ、マストアイテムにまで⾄っていない

9.1

25.1

10.6

4.3

3.1

47.8

絶対に必要

必要

あれば使う
（会社が契約していれば）

どちらとも言えない

あまり必要ではない

不要

SA/N=483

●「Q12.テレワークの際のレンタル/シェアオフィスの必要性」より、「あれば使う」が最も多く47.8%でトップとなっており、「絶
対に必要」「必要」と答えたのは全体の34.2%にとどまった。このことより、社内からレンタル /シェアオフィスを利⽤したい
という声が出ることは少ないが、会社としてレンタル /シェアオフィスを契約した場合は多くの利⽤率が⾒込めることがうかが
える。

Q12. テレワークの際のレンタル／シェアオフィスの必要性

●「Q13.テレワークで課題に感じていること」より、テレワークの課題として最も多く挙げられたのが「社員間コミュニケーショ
ン不⾜（60.9%）」で、「部下のマネジメント不⾜（49.6%）」、「従業員のエンゲージメント（帰属意識）の低下（37.6%）」
で続いた。このことより、チャットや電話では解決できないコミュニケーション・仕事のやり⽅が存在しており、課題となって
いることがうかがえる。

0 10 20 30 40 50 60 70

社員間コミュニケーション不足
部下（社員）のマネジメント不足

従業員のエンゲージメント（従業員の会社に対する帰属意識）
生産性の低下

従業員のメンタル・健康被害
労務管理の問題

情報漏洩
その他

Q13.テレワークで課題に感じていること MA/N=417

●「Q13.テレワークで課題に感じていること」より、レンタル /シェアオフィス現在利⽤者・⾮利⽤者別に⾒るとこの課題はレ
ンタル /シェアオフィスでは解決が難しいことがわかる。⼀⽅で、「⽣産性の低下」に関してはレンタル /シェアオフィス利⽤者
の⽅が2.6ポイント低く、若⼲ではあるが効果が認められる。

Q13.テレワークで課題に感じていること

61.6

53.7

39.8

29.2

32.9

31.0

19.4

0.0

60.2

45.3

35.3

31.8

27.9

34.3

25.4

0.1

社員間コミュニケーション不足

部下（社員）のマネジメント不足

従業員のエンゲージメント（従業員の会社に対する帰属意識）

生産性の低下

従業員のメンタル・健康被害

労務管理の問題

情報漏洩

その他

レンタル/シェアオフィスの現在利用者 それ以外

MA/N=417
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地⽅移転・地⽅分散

地⽅移転・地⽅分散を導⼊・予定している企業は全体の1割とわずか。
ただし、「歓迎」する割合は全体の5割に達する

●「Q14. 過去５年〜今後５年程度以内のオフィス（事業所）の地⽅移転・地⽅分散の状況」より、「既に地⽅移転・地⽅分散を
した」が10.6%、「今後地⽅移転・地⽅分散を予定している」が11.2%となっており、「地⽅移転・地⽅分散は検討していない」
の32.7%、「過去地⽅移転・地⽅分散を⾏ったが現在は廃⽌した」15.3%と⽐べると低い数値にとどまった。

●しかし、「Q15.オフィス（事業所）の地⽅移転・地⽅分散への態度」より、「歓迎する」「やや歓迎する」が5割近くを占めており、
歓迎している⼈が多いことがわかる。なお、従業員数1,000⼈〜1,999⼈の企業では⽐較的歓迎されていないこともうかがえる。

Q15. オフィス（事業所）の地⽅移転・地⽅分散への態度・従業員規模別SA

9.1

32.3

37.2

9.9

11.6

10.9

38.3

31.3

9.4

10.2

17.1

31.6

32.5

11.5

7.3

歓迎する

やや歓迎する

どちらとも言えない

あまり歓迎しない

歓迎しない

1,000～1,999人（ｎ=121） 2,000～4,999人（n=128） 5,000人（ｎ=234）

10.6

11.2

22.4

15.3

32.7

7.8 既に自社オフィス（事業所）の
地方移転・地方分散をした。

自社オフィス（事業所）の地方
移転・地方分散を予定している。

検討中

過去に、自社オフィス（事業所）
の地方移転・地方分散をしたが、
現在は廃止した。

地方移転・地方分散は
検討していない。

検討しているかわからない。

16.7

8.3

12.5

8.3

54.2

既に自社オフィス（事業所）の
地方移転・地方分散をした。

自社オフィス（事業所）の地方
移転・地方分散を予定している。

検討中

過去に、自社オフィス（事業所）
の地方移転・地方分散をしたが、
現在は廃止した。

地方移転・地方分散は
検討していない。

Q14. 過去５年〜今後５年程度以内のオフィス（事業所）の
地⽅移転・地⽅分散の状況

Q14. 過去５年〜今後５年程度以内のオフィス（事業所）の
地⽅移転・地⽅分散の状況／経営層・役員

SA/N=483 SA/N=24

26



Topics変化する働き方とワークプレイス

ワーケーション

ワーケーションを導⼊・予定している企業は1割程度とわずか。
ただし、「歓迎」する割合は全体の5割に達する

●「Q16. 所属企業へのワーケーションの導⼊」より、ワーケーションの導⼊率は1割程度（「今後導⼊予定」も加えると全体の
3割程度）となっており、従業員規模が⼤きくなるほど導⼊率も⾼くなっている。しかし、「今後導⼊予定」と答えた企業をみ
ると従業員規模1,000⼈〜1,999⼈の企業の割合が⾼くなっており、今後は1,000⼈〜1,999⼈規模の企業での導⼊が増え
てくることが予想される。

●「Q17.ワーケーション導⼊への態度」より、ワーケーションは5割近くの回答者が歓迎している。

●「Q18.ワーケーションの際のレンタル/シェアオフィス利⽤への態度」より、ワーケーションの際レンタル/シェアオフィスがあっ
た場合「是⾮活⽤したい」「活⽤したい」と答えた⼈は全体の5割以上となっており、特に従業員規模5,000⼈以上の企業で
は61.1%になっている。

Q18. ワーケーションの際のレンタル／シェアオフィス利⽤への態度・従業員規模別 SA

どちらとも言えない あまり活用したくない 活用したくない是非、活用したい 活用したい

17.2

16.5

16.4

17.9

41.2

38.0

40.6

43.2

28.2

34.7

25.0

6.6

5.0

7.0

7.3

6.8

5.8

10.9

5.1

全体（ｎ=483）

1,000～1,999人（n=121）

2,000～4,999人（ｎ=128）

5,000人～（ｎ=234）

Q16. 所属企業へのワーケーションの導⼊・従業員規模別 SA

 2,000～4,999人（ｎ=128） 5,000人～（ｎ=234）全体（ｎ=483） 1,000～1,999人（n=121）

11.8 9.9 10.2 13.7

11.6 20.7 14.1 14.5

15.9 19.0 13.3 19.2

17.6 13.2 13.3 9.8

35.6 33.1 40.6 34.2

7.5 4.3 8.6 8.5

導入している

今後導入予定

検討中

過去導入していたが、現在は導入していない

導入は検討していない

検討しているかわからない

Q17. ワーケーション導⼊への態度・従業員規模別 SA

どちらとも言えない あまり歓迎しない 歓迎しない歓迎する やや歓迎する

17.6

14.9

17.2

19.2

33.1

33.1

35.2

32.1

30.2

34.7

27.3

29.5

11.6

7.4

14.1

12.4

7.5

9.9

6.3

6.8

全体（ｎ=483）

1,000～1,999人（n=121）

2,000～4,999人（ｎ=128）

5,000人～（ｎ=234）
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レンタル/シェアオフィスの利⽤動機

利⽤動機は「オフィススペースを削減するため」が1位、「柔軟な働き⽅を実⾏するため」が2位

●レンタル /シェアオフィスの利⽤検討理由（利⽤動機）を問うたところ、「オフィススペースを削減するため」がトップで
30.2%、次いで「柔軟な働き⽅を実⾏するため（働き⽅改⾰・⼦育て⽀援など）」が29.4%、「サテライトオフィスとして利
⽤するため」が26.9%となった。なお、従業員数1,000⼈〜1,999⼈の企業では、 「柔軟な働き⽅を実⾏するため（働き⽅
改⾰・⼦育て⽀援など）」は22.3%にまで落ち込み、「リモートワーク拠点として活⽤することによる⽣産性や効率性向上のた
め」も17.4%に下がる。

30.2
29.4

26.9
23.6
23.0

21.9
19.7

16.4
12.8
12.6

11.4
8.9

8.1
7.7

7.0
5.0

0.8

オフィススペースを削減するため
柔軟な働き方を実行するため（働き方改革/子育て支援など） 

サテライトオフィス（都心/地方の営業拠点など）として利用するため
リモートワーク拠点として活用することによる生産性や効率性向上のため
オフィススペースを拡張するため（既存のオフィスが手狭になってきたため）

固定費削減のため
従業員の満足度向上、モチベーションアップのため

新型コロナ対策として（テレワークの推進/拠点分散目的など）
多様な働き方の提供による優秀な人材の確保のため

他の利用者との新たな出会いや交流/オープンイノベーション（他の入居者と協力した付加価値創造）を期待して
今後のオフィスの縮小・拡張の際に、柔軟に対応するため（オフィス運営効率化のため）

プロジェクト利用として
オフィス賃貸契約と比較した際の、入居の容認性（審査の緩さ・預け金の安さ等）
オフィスの賃貸契約と比較した際の、オフィスコスト（初期費用/現状回復費用/運営費用等）削減のため
レンタル／シェアオフィスの利用者とのコネクション拡大による新規営業先・案件獲得のため
グレードの高いオフィスや立地（住所）活用による企業のブランド力/信用の向上のため

それ以外

レンタル／シェアオフィスの利⽤動機

●「Q20.レンタル /シェアオフィスの当初の利⽤⽬的と⽐較して、最近になって重視している⽬的」より、増加しているのは最
⼤で「他の利⽤者とのコネクション拡⼤による新規営業先。案件獲得」の+2.3ポイントで、⼤きな増加項⽬はなかった。逆に、
減少しているのは「サテライトオフィスとして利⽤するため」が -7.6ポイント、「リモートワーク拠点として活⽤」が -6.1ポイ
ントとなっている。

28.0
24.1

20.5

19.9
19.3
18.7

17.8
17.5

10.2
9.6
9.3

8.4
8.1

6.9
6.9

5.4
0.6

オフィススペースを削減するため
柔軟な働き方を実行するため（働き方改革/子育て支援など）

オフィススペースを拡張するため（既存のオフィスが手狭になってきたため）
固定費削減のため

サテライトオフィス（都心/地方の営業拠点など）として利用するため
従業員の満足度向上、モチベーションアップのため

新型コロナ対策として（テレワークの推進/拠点分散目的など）
リモートワーク拠点として活用することによる生産性や効率性向上のため

多様な働き方の提供による優秀な人材の確保のため
他の利用者との新たな出会いや交流/オープンイノベーション（他の入居者と協力した付加価値創造）を期待して
レンタル／シェアオフィスの利用者とのコネクション拡大による新規営業先・案件獲得のため
今後のオフィスの縮小・拡張の際に、柔軟に対応するため（オフィス運営効率化のため） 
オフィスの賃貸契約と比較した際の、オフィスコスト/初期費用/現状回復費用/運営費用等）削減のため
グレードの高いオフィスや立地（住所）活用による企業のブランド力/信用の向上のため

プロジェクト利用として
オフィス賃貸契約と比較した際の入居の容認性（審査の緩さ・預け金の安さ等）

それ以外

Q20. レンタル／シェアオフィスの当初の利⽤⽬的と⽐較して、最近になって重視している⽬的

MA/N=332
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Topics変化する働き方とワークプレイス

レンタル/シェアオフィスの選定理由（全体）

選定理由は「拠点の場所/アクセス」が⼤差でトップ

●利⽤したレンタル /シェアオフィスについて、なぜそのブランドを選んだのかを、施設・環境⾯と、ソフト・サービス⾯でそれ
ぞれ1〜3位の順位をつけてもらい、その後1位を3点、2位を2点、1位を1点として、全回答者の点数を積み上げた。

●この結果、施設・環境⾯では多くの⼈が1位に「拠点の場所 /アクセス」と答え、2位の「設備の充実」に⼤差をつけトップ、
ソフト・サービス⾯では、「利⽤コスト・料⾦」がトップとなった。しかし、「設備の充実」「綺麗さ・デザイン」「ブランド⼒」
も⼤きく影響していることがわかる。

他の利⽤者との交流上のメリット（成果）の有無

他の利⽤者との交流上のメリット（成果）を感じた企業は全体の5割以上。

●「Q21. 他の利⽤者との関係性の⾯でレンタルオフィス/シェアオフィスにメリット（成果）はあったか」では、交流 /オープン
イノベーション、コネクションの拡⼤による新規営業先・案件獲得などで利⽤者ににメリット（成果）があったかを問うた。

●この結果、「⼤いにあった」「ややあった」が合計して56.4%となり、多くの利⽤者がメリット（成果）を感じていると回答した。

●なお、従業員規模別にみると、従業員数2,000⼈以上の企業の⽅がメリット（成果）を感じやすかった。

12.7

43.7

4.8
5.4

33.4

大いにあった

ややあった

どちらとも言えない

あまりなかった

なかった

Q21 .他の利⽤者との関係性の⾯でレンタルオ
フィス／シェアオフィスにメリット（成果）
はあったか

Q21 .他の利⽤者との関係性の⾯でレンタルオフィス／シェア オフィスにメリット（成果）は
あったか・従業員規模別 SA
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35.0

40.0

7.4
2.5

35.0

48.4

32.3
3.2

4.3

40.0

45.3

30.8

5.7

6.3

大いにあった

ややあった

どちらとも言えない

あまりなかった

なかった

1,000～1,999人（n=80） 2,000～4,999人（ｎ=93） 5,000人～（n=159）SA/N=332

1位 2位 3位

拠点の場所/アクセス 564 34 9
設備の充実（通信環境・会議室・複合機・コーヒー等） 96 148

室内セキュリティ、プライバシーの確保 105 152 26
衛生・安全面等、新型コロナ対策 72 100 49

集中しやすい1人空間・個室の確保が期待できそうだから 66 3540
他の入居企業・利用者の認知度・規模 27 64 46

従量時間貸し 18 42 32
防音ブース・電話ボックス・電話ブースの充実 15 30 21

レンタルオフィス/シェアオフィス運営会社との資本関係がある 15 22 15
会議室の併設 36 6

利用者専用アプリ、会員専用のwebサイト 14 9
イベント・セミナーの充実 6 11

保育所・学童クラブの併設・提携 4 10

85
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Q22+Q23. レンタル／シェアオフィスの選定理由・全選択肢 順位付 /N=332
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329設備の充実（通信環境・会議室・複合機・コーヒー等）
283設備の奇麗さ・デザイン

211室内セキュリティ、プライバシーの確保
138オフィスの広さ
137集中しやすい1人空間・個室の確保が期待できそうだから

63防音ブース・電話ボックス・電話ブースの充実
52他拠点での利用が可能
32会議室の併設
19大人数での入居が可能
15キッズルームの併設
14保育所・学童クラブの併設・提携
14ガラス張りでワークスペースが見通せる点
21その他

607拠点の場所/アクセス

Q22. レンタル／シェアオフィスの選定理由・施設・環境⾯
1～3位　順位合計

Q23. レンタル／シェアオフィスの選定理由・ソフト・サービス⾯
1～3位 順位合計
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利用コスト・料金

レンタルオフィス/シェアオフィスのブランド力
入居ビルや住所のブランド力

他の入居企業・利用者との交流が期待できそうだから
衛生・安全面等、新型コロナ対策

他の入居企業・利用者の知名度・規模
週末営業、早朝・深夜営業

従量時間貸し
秘書サービス、宅急便受け取り

レンタルオフィス/シェアオフィス運営会社との資本関係や取引上のつながり
コミュニティマネージャーの質

曜日限定貸し
利用者専用アプリ、会員専用webサイト

イベントセミナーの充実
その他
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契約拠点数・契約スペース（専有・共⽤）

複数拠点契約している企業は6割超。利⽤スペースは専有・共⽤ほぼ同じ割合

●「Q24. 契約拠点数」より契約拠点数（1拠点のみか・複数拠点か）を問うたところ、1拠点のみ契約にしているのは全体の
35.5%にとどまっており、多くの回答者が複数拠点を契約していることが判明した。

●契約拠点数は従業員規模で⼤きな差があり、従業員規模が⼤きくなるほど複数拠点契約⽐率が⾼くなっている。

●「Q25. 契約スペース」より契約スペース（専⽤・共⽤・専有＋共⽤スペース）を問うたところ、最も多いのが「共⽤スペース」
の39.2%、「専有スペース」30.7%、「専有＋共⽤スペース」30.1%となっており、それぞれほぼ同数となった。5000人以
上の大企業では共用スペースのみの利用は一番少なく、セキュリティを重視している傾向も見られる。

契約⼈数（従業員規模別）

従業員数が増えるほど、1企業当たり契約⼈数が増。
5,000⼈以上の企業では「201名以上」の契約が約3割に上る

●従業員規模別に契約⼈数をみると、従業員規模が⼤きくなるほど契約⼈数が⼤きくなっており、特に「201名以上」は従業
員規模5,000⼈以上の企業は全体の29.6%、1,000〜1,999⼈の企業では7.5%になっており、⼤きな差が出ている。この
ことから、従業員規模5,000⼈以上の企業への営業を⾏った⽅が営業収益効率が⾼いと⾔える。

●逆に、50名以下の契約の場合は1,000〜1,999⼈の企業の割合が⼤きくなっており、レンタル /シェアオフィスのキャパシティ
によってはこの層へのアプローチも検討される。

1拠点のみ利用 複数拠点利用

51.3

33.3

28.9

48.7

66.7

71.1

1,000～1,999人（ｎ=80）

2000～4,999人（ｎ=93）

5,000人～（n=159）

1,000～1,999人（ｎ=80）

2000～4,999人（ｎ=93）

5,000人～（n=159）

専有スペースのみ 共用スペースのみ 専有+共用スペース

41.9 35.5

35.2

22.6

33.3 31.5

35.0 43.8 21.2

Q24.契約拠点数・従業員規模別ＳＡ Q25. 契約スペース・従業員規模別SA
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1,000～1,999人（ｎ=80）

2000～4,999人（ｎ=93）

5,000人～（n=159）

2.2

1名 2～5名 6～10名 11～20名 21～50名 51～70名 71～100名 101～200名 201名以上

Q26. 契約⼈数・従業員規模別 SA
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Topics変化する働き方とワークプレイス

利⽤期間

利⽤期間が1年未満の企業は全体の約6割。

●「Q29. 利⽤期間」より、最も多いのが「6ヶ⽉〜1年未満」の29.5%、次いで「1年〜2年未満」の27.1%、「2ヶ⽉〜6ヶ⽉未満」
の17.4%となった。利⽤期間1年未満の企業は全体の29.5％となった、

●従業員規模別にみると、従業員規模1,000⼈〜1,999⼈の企業は利⽤期間1年以上の割合が低く（全体の28.8%）、従業員
規模2,000⼈以上の企業の⽅が利⽤期間が⻑くなっている。

利⽤開始年

新型コロナウイルス感染拡⼤以降の利⽤者は約5割。施設によっては約4割がコロナ禍を契機に利⽤開始

●「Q28. 利⽤開始年」より、2020年以降が50.0%、2019年が16.3%、2018年が15.7%となっており、新型コロナウイ
ルス感染拡⼤後レンタル /シェアオフィスの利⽤率が⾼まっていることがうかがえる。

●国内大手コワーキング施設の利⽤開始年をみると、各社とも新型コロナウイルス感染拡⼤以降（2020年以降）の利⽤者数
が多くなっている。

Q28. 利⽤開始年・従業員規模別 SA

2015年以前 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年

5.0 12.5 18.8 38.8 38.8

3.2 10.82.2 10.8 16.1 53.8 3.2

6.3 5.0 8.2 18.2 15.1 39.0 8.2

1,000～1,999人（ｎ=80）

2000～4,999人（ｎ=93）

5,000人～（n=159）

8.8

Q29. 利⽤期間・従業員規模別 SA

1カ月未満 1～2カ月未満 2～6カ月未満 6カ月～1年未満 1～2年未満 2～3年未満 3～5年未満 5～7年未満 7～10年未満 それ以外

1,000～1,999人（ｎ=80）

2000～4,999人（ｎ=93）

5,000人～（n=159）

3.8 7.5 27.5 32.5 18.6 6.3 1.32.5

3.2 10.8 11.8 29.0 31.3 7.5 3.2 1.1 2.1

3.8 7.5 15.7 28.3 28.3 10.7 3.1
1.3 1.3
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1⽇あたりの利⽤時間

1⽇あたりの利⽤時間は「3〜4時間」以上の利⽤が8割近くを占める。

●「Q31.1⽇あたりの利⽤時間」より、最も多いのが「3〜4時間」で35.2%、次いで「半⽇」23.5%、「終⽇」20.2% で続
いている。

●従業員規模別にみると、従業員規模が⼤きくなるほど半⽇以上利⽤者の割合が多くなるが、3〜4時間利⽤者の割合は従業員
規模が⼩さくなるほど⼤きくなることがわかる。

利⽤頻度

週に1回以上のユーザーは全体の5割超。

●「Q30. 利⽤頻度」より、最も多いのが「週に1回程度」で26.2%、次いで「1ヶ⽉に2〜3回程度」で21.7%、「週に2〜3回程度」
20.5%で続いている。週に1回以上利⽤している回答者は全体の53.7%となった。。

●従業員規模別にみると、従業員規模が⼤きくなるほど利⽤頻度は減少していくことがわかる。

Q30. 利⽤頻度・従業員規模別 SA

ほぼ毎日 週に2～3回程度 週に1回程度 1カ月に2～3回程度 1カ月に1回程度 2～3カ月に1回 それ以外

1,000～1,999人（ｎ=80）

2000～4,999人（ｎ=93）

5,000人～（n=159） 6.3 20.1 21.4 21.4 12.6 9.4 8.8

8.6 17.2 28.0 24.7 9.7 6.5 5.3

8.8 25.0 33.8 18.8 6.3 2.3 5.0

1,000～1,999人（ｎ=80） 2000～4,999人（ｎ=93） 5,000人～（n=159）

16.3

22.5

45.0

10.0

2.5

3.7

15.1

28.0

35.5

9.7

4.5

7.2

25.2

21.4

30.2

14.5

3.5

5.2

終日

半日

3～4時間程度

1～2時間程度

1時間未満

自分では利用しない

Q31. 1⽇あたりの利⽤時間・従業員規模別 SA
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Topics変化する働き方とワークプレイス

レンタル/シェアオフィス利⽤の再検討

レンタル/シェアオフィスの利⽤再検討のきっかけは、「固定費削減のため」がトップ
●「Q44.どのようなニーズがあればレンタル /シェアオフィス利⽤を再検討するか」では、レンタル /シェアオフィスの利⽤を

過去に検討したが、利⽤に⾄らなかった回答者に対して、どのようなニーズがあればレンタル /シェアオフィスの利⽤を再検討
するかを問うた。• この結果、「固定費削減のため」がトップで29.2%、「柔軟な働き⽅を実⾏するため」が2位で25.4%、「オ
フィススペースを削減するため」が22.5%となった。

●レンタル /シェアオフィス利⽤経験者に対し、過去にレンタル /シェアオフィスの理由に⾄った理由を聞いた設問（Q19）と回
答順位を⽐較したところ、Q19で6位だった「固定費削減のため」が Q44で1位となったほか、「Q19.レンタル /シェアオフィ
スの利⽤検討理由」で1位だった「オフィススペースを削減するため」はQ44では3位となった。Q19で2位だった「柔軟な
働き⽅を実⾏するため」はQ44でも変わらず2位だった。Q19で8位だった「新型コロナ対策として」はQ44では5位となった。

レンタル/シェアオフィス利⽤停⽌理由

レンタル/シェアオフィス利⽤停⽌理由は、「労務管理上の理由」、「必要性の不⾜」
●「Q43.レンタル/シェアオフィス利⽤停⽌理由」では、過去に利⽤していたが現在は利⽤を停⽌しているレンタル/シェアオフィ

スがある回答者に対して、利⽤を停⽌した理由を問うた。

●この結果、「労務管理上、継続しての利⽤が難しかった」が27.7%、「レンタル /シェアオフィスの必要性が薄かった」が
27.1%でほぼ並んでトップ、4位に「継続して利⽤できる業態になかった」が20.2%となっており、レンタル /シェアオフィス
側の問題ではなく、どちらかといえば利⽤者側の理由が上位となった。

全体 1,000～1,999人（n=63） 2,000～4,999人（ｎ=58） 5,000人～（=119）

0
固定費削減のため

柔軟な働き方を実行するため（働き方改革/子育て支援など）
オフィススペースを削減するため

サテライトオフィス（都心/地方の営業拠点など）として利用するため
新型コロナ対策として（テレワークの推進/拠点分散目的など）

オフィススペースを拡張するため（既存のオフィスが手狭になってきたため）
リモートワーク拠点として活用することによる生産性や効率性向上のため

従業員の満足度向上、モチベーションアップのため
多様な働き方の提供による優秀な人材の確保のため

プロジェクト利用として
他の利用者との新たな出会いや交流/オープンイノベーション（他の入居者と協力した付加価値創造）を期待して
オフィスの賃貸契約比較した際の、オフィスコスト（初期費用/原状回復費用/運営費用等）の削減のため

オフィスの賃貸契約と比較した際の、入居の容易性（審査の緩さ・預け金の安さ等）
今後のオフィスの縮小・拡張の際に、柔軟に対応するため（オフィス運営の効率化のため）
レンタルオフィス/シェアオフィス利用者とのコネクションの拡大による新規営業先・案件獲得のため
グレードの高いオフィスや立地（住所）の活用による企業ブランド力/信用の向上のため

35.030.025.020.015.010.05.0Q44. レンタル／シェアオフィス利⽤の再検討

Q43. レンタル／シェアオフィスの利⽤停⽌理由
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労務管理上、継続しての利用が難しかった
レンタル・シェアオフィスの必要性が薄かった

利用コスト・料金の不満
継続して利用できる業態になかった

拠点の場所/アクセスの不満
室内セキュリティ、プライバシーの確保

従量時間貸し、曜日時間貸しなど契約プランの柔軟性不足
入居ビルや住所のブランド力

レンタルオフィスシェアオフィスのブランド力
オフィスの広さ

プロジェクトの終了
設備の充実（通信環境・会議室・複合機・コーヒーサーバー等）への不満

他社との交流が難しい
週末営業・早朝・深夜営業、空調の早朝・深夜稼働が無かった

他の入居企業の知名度・規模
集中しやすい1人空間・個室の確保が難しい

特になし
設備の奇麗さ・デザイン

運営者によるコミュニティマネジメントへの不満
多拠点が利用できない

衛生・安全面等、新型コロナ対策が期待できない
電話ボックス、電話ブースの不足、不満

秘書サービスの不足
利用者専用アプリ、会員専用webサイトの不足、不満

その他
育児サービス、キッズルーム・保育所・学童クラブの不足、不満

MA/N=188
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レンタル/シェアオフィスの⾮選定理由（全体）

⾮選定理由は選定理由と同様の傾向だが、プライバシーの問題が⾼い
●利⽤を検討したが契約に⾄らなかったレンタル/シェアオフィスについて、なぜ利⽤に⾄らなかったのかを施設・環境⾯とソフト・

サービス⾯でそれぞれ1〜3位の順位をつけてもらい、1位を3点、2位を2点、1位を1点として、全回答者の点数を積み上げた。

●この結果、施設・環境⾯では多くの⼈が1位に「拠点の場所 /アクセス」と答え、2位の「設備の充実」に⼤差をつけトップ、
ソフト・サービス⾯では、「利⽤コスト・料⾦」がトップとなった。しかし、特に「労務管理上の問題」も⼤きく影響しており、
また「室内セキュリティ・プライバシー確保の問題」、「設備の充実⾯」も影響要因として⼤きい。

1位 2位 3位

拠点の場所/アクセスの問題
利用コスト・料金

労務管理上、利用が難しかったから
室内セキュリティ、プライバシーの確保の問題

設備の充実（通信環境・会議室・複合機・コーヒーサーバー等）への不満
利用できる業態になかったから（工場勤務等）

設備の奇麗さ・デザイン
オフィスの広さ

集中しやすい1人空間・個室の確保が期待でき無そうだったから
レンタルオフィス/シェアオフィスのブランド力

入居ビルや住所のブランド力
他の入居企業・利用者との交流が期待できなそうだった
防音ブース・電話ボックス・電話ブースの不足、不満

従量時間貸しプランが無かったから
多拠点での利用が難しそうだったから
他の入居企業・利用者の知名度・規模

衛生・安全面等、新型コロナ対策が十分ではなかったから
大人数での利用が難しそうだったから

レンタルオフィス/シェアオフィス運営との資本的な関係や取引
週末営業・早朝・深夜営業の不足・不満
コミュニティマネージメントに対する不満

曜日限定貸しプランが無かったから
会議室の併設

秘書サービスの不足
イベント・セイナーの不足・不満
キッズルームの併設が無かった

保育所・学童クラブの併設・提携が無かった
利用者専用アプリ、会員専用webサイトの不足、不満

その他（施設・環境面）
特になし（施設・環境面）

その他（ソフト・サービス面）
特になし（ソフト・サービス面）

0 45040035030025020015010050

Q45+Q46. レンタル／シェアオフィスの⾮選定理由・全選択肢 順位付 /N=276

1位 2位 3位

拠点の場所/アクセスの問題
室内セキュリティ、プライバシーの確保の問題

設備の充実（通信環境・会議室・複合機・コーヒーサーバー等）への不満
設備の奇麗さ・デザイン

オフィスの広さ
集中しやすい1人空間・個室の確保ができなさそう
防音ブース・電話ボックス・電話ブースの不足、不満

多拠点での利用が難しそうだったから
大人数での利用が難しそうだったから

会議室の併設
キッズルームの併設が無かった

保育所・学童クラブの併設・提携が無かった
ガラス張りでワークスペースが見通せる点

その他
特になし

0 45040035030025020015010050

Q45. レンタル／シェアオフィスの⾮選定理由・施設・環境⾯ 順位付 /N=276

利用コスト・料金
労務管理上、利用が難しかったから

利用できる業態になかったから（工場勤務等）
レンタルオフィス/シェアオフィスのブランド力

入居ビルや住所のブランド力
他の入居企業・利用者との交流が期待できなそうだった

従量時間貸しプランが無かったから
他の入居企業・利用者の知名度・規模

衛生・安全面等、新型コロナ対策が十分ではなかったから
レンタルオフィス/シェアオフィス運営会社や取引上のつながりがなかったから

週末営業・早朝・深夜営業の不足・不満
コミュニティマネージメントに対する不満

曜日限定貸しプランがなかったから
秘書サービスの不足

イベント・セミナーの不足、不満
利用者専用アプリ、会員専用webサイトの不足、不満

その他
特になし

1位 2位 3位

00 40035030025020015010050

Q46. レンタル／シェアオフィスの⾮選定理由・ソフト・サービス⾯ 順位付 /N=276
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Topics変化する働き方とワークプレイス

レンタル/シェアオフィス検討の際の重視項⽬

場所/コスト以外の重視項⽬は、「室内セキュリティ、プライバシーの問題」が圧倒的

●「Q47.レンタル /シェアオフィス検討の際の重視項⽬」では、レンタル /シェアオフィス検討の際の重視項⽬について、マル
チアンサーで問うた。「拠点の場所・アクセス」「利⽤コスト・料⾦」はほぼ確実に重視されるため、選択肢に組み⼊れなかった。

●この結果、「室内セキュリティ、プライバシーの確保」が1位で50.3%、2位で「集中しやすい⼀⼈空間・個室」が31.1%、
3位が「多拠点での利⽤が可能」26.3%となった。

●従業員規模別にみると、 「室内セキュリティ、プライバシーの確保」 「集中しやすい⼀⼈空間・個室」「多拠点での利⽤が可能」
は従業員規模が⼤きくなるほど重視される傾向にあることがわかった。

1,000～1,999人（n=121） 2,000～3,999人（n=128） 5,000人（n=234）

室内セキュリティ、プライバシーの確保
集中しやすい1人空間・個室

多拠点での利用が可能
他の入居企業・利用者との交流の容易性

防音ブース・電話ボックス・電話ブースの充実
衛生・安全面等、新型コロナ対策

大人数での入居が可能
他の入居企業・利用者の知名度・規模

従量時間貸し
週末営業、早朝・深夜営業

秘書サービス、宅急便の受け取り
利用者専用アプリ、会員専用webサイト

コミュニティマネジメントの質
曜日限定貸し

保育所・学童クラブの併設・提携
特になし

キッズルームの併設
イベント・セミナーの開催数、質

その他

0 10 20 30 40 50 60

Q47.レンタル／シェアオフィス検討の際の重視項⽬・従業員規模別 MA
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室内セキュリティ、プライバシーの確保
集中しやすい1人空間・個室

多拠点での利用が可能

防音ブース・電話ボックス・電話ブースの充実

大人数での入居が可能

従量時間貸し

秘書サービス、宅急便の受け取り

コミュニティマネジメントの質

保育所・学童クラブの併設・提携

キッズルームの併設

他の入居企業・利用者との交流の容易性

衛生・安全面等、新型コロナ対策

他の入居企業・利用者の知名度・規模

週末営業、早朝・深夜営業

利用者専用アプリ、会員専用webサイト

曜日限定貸し

特になし

イベント・セミナーの開催数、質
その他

Q47.レンタル／シェアオフィス検討の際の重視項⽬・全体 MA/N=483
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27.6

4.54.1

52.7

11.1 続けて利用するつもりであり、入居人員規模（床面積）を拡大することを検討している。

続けて利用するつもりであるが、入居人員規模拡大（床面積拡大）は考えていない。

続けて利用するつもりであるが、入居人員規模縮小（床面積縮小）は考えている。

他のレンタルオフィス・シェアオフィスへの転居を希望している。

レンタルオフィス・シェアオフィスの利用自体を停止することを検討している

1人用の小部屋
他社が抱えているテレワークの課題を共有・解決できるようなセミナー等の開催

空気清浄機などのコロナ対策アイテム
web会議などの業務にも対応しやすい設計
10分単位など、細切れ時間での利用契約

メンタルケアマネージャーの配置
勤怠管理システム

アクリル板の設置等、感染対策が施された1on1MTGルームの設置
業務内容に合わせて好きな場所で働けるようなプラン

従量時間貸し
地方都市におけるレンタルオフィス/シェアオフィスの利用

曜日限定貸し
特になし

0 5 10 15 20 25 30 35 40

全体（n=483） 1,000～1,999人（n=121） 2,000～3,999人（n=128）  5,000人（n=234）

今後のレンタル/シェアオフィス利⽤意向

「⼊居⼈員規模（床⾯積）の拡⼤」を考えている割合は約3割。増床契約の⼤きなチャンス

●「Q48. 今後のレンタル /シェアオフィス利⽤意向」では、レンタル /シェアオフィスを現在利⽤している回答者に対して、今
後レンタル /シェアオフィスの⼊居⼈員規模（床⾯積）をどのように変化させていく意向なのかを問うた。

●この結果、1位が「続けて利⽤するつもりであるが、規模拡⼤は考えていない」で52.7%、2位が「続けて利⽤するつもりであり、
規模拡⼤を検討している」で27.6%、3位が「続けて利⽤するつもりであるが、規模縮⼩を検討している」で11.1%となった。
このように、「規模拡⼤」が「規模縮⼩」「転居」「利⽤停⽌」の合算値である19.7%を追い抜く結果となり、レンタル /シェ
アオフィス利⽤⾯積は今後も拡⼤が予想される。

あったらいいなと思うサービス

あったらいいなと思うサービスは、「⼀⼈⽤の⼩部屋」がトップ。
「地⽅都市におけるレンタル/シェアオフィス」のニーズは約1割とわずか。

●「Q49. 今後レンタルオフィス/シェアオフィスにあったらいいなと思うサービス」では、今後レンタルオフィス/シェアオフィスにあっ
たらいいなと思うサービスについて選択肢から問うた。

●この結果、「⼀⼈⽤の⼩部屋」がトップで32.7%、次いで「他社が抱えているテレワークの課題を共有・解決できるようなセミナー
等の開催」が32.1%、「空気清浄機などのコロナ対策アイテム」が27.1%となった。

●従業員規模別にみると、「⼀⼈⽤の⼩部屋」はすべての従業員規模で⽀持されたが、 「他社が抱えているテレワークの課題を
共有・解決できるようなセミナー等の開催」は従業員規模2,000〜4,999⼈の企業で低い⽔準となったが、従業員規模5,000
⼈以上の企業では36.3%まで達した。• 「地⽅都市におけるレンタル /シェアオフィスの利⽤」は低い⽔準にとどまった。

Q49.あったらいいなと思うサービスは

Q48.今後のレンタル／シェアオフィス利⽤意向
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Topics変化する働き方とワークプレイス

テレワークの状況/テレワークの不⾃由な点 ※デプスインタビューでの声

■テレワークは週2〜3回で、会社もそれを推奨

■テレワークの課題は部下のマネジメントと機密情報の取り扱いが中⼼。その他 WEB 会議上でのディスカッションやニーズ探
索型の営業活動に⽀障があるといった声もあり

※デプスインタビュー（depth interview, 深層面接法）は、対象者とインタビュアが一対一で対話するインタビュー手法で、定性調査の代表的な手法のひとつ。

業種・職種 役職 利用スペース テレワークの状況
（いつから、頻度、周りの人はどうか） テレワークをしてみての不自由な点

⾦融機関で営業 課⻑クラス 大手シェア
オフィス施設

2020年より週に3回、若年者はもっと多い。課
⻑と主席ぐらいの職以上はお客様の対応とかで出
社しないといけない対応があるため多く出勤。

個⼈情報の流出を懸念し、在宅やシェアオフィス
から直接お客様のところに⾏くのが許されてない
こと。

サービス業の経
理、会計系 課⻑クラス 大手シェア

オフィス施設
2021年に⼊ってから週に1回、テレワークを実
施している。

同僚・部下とのコミュニケーションが難しい。

IT関連で
システム開発 課長クラス 大手シェア

オフィス施設

テレワークの制度⾃体はもう10年ほど前からある。
コロナの前は⽉に1回程度だった。現在⾃分は週
に2回ほど、周りは平均週に2〜3回ほど。

部下の様⼦が⾒えない（忙しそうにしている、⼿
が埋まっていそう、電話が掛かってきて困ったよう
な対応している…など）。現場にいると「電話でト
ラブルっぽい相談を受けている」などがわかるが、
テレワークではキャッチアップしずらいのが問題点。

運輸業（空輸）
で法⼈営業 課⻑クラス 大手シェア

オフィス施設

⾃分は週3回テレワークを実施している。
周りはほぼ毎⽇。

スタッフとのコミュニケーションが取りにくかった。
Zoomではスタッフの体調⾯・精神⾯の状態がわ
かりにくく、仕事を任せていいかのを判断すると
きに悩ましいことがあった。お客様に対しても必
要な時しか話せなくなってしまったため、普段の
接点のなかで提案する…といったことがなくなって
しまった。

固定系の通信業
の法⼈営業 課⻑クラス 大手シェア

オフィス施設

2020年4⽉からテレワークを始めている。現在
は週に2〜3⽇程度。現在、営業フロントは出社
率3〜5割という状況。よくあるのが午前中⼈事
系の書類を扱って午後家に帰ってくる形。

ローパフォーマーの社員の⽣産性をいかに担保す
るか。

飲⾷店運営会社
の事業本部⻑ 本部長クラス 大手シェア

オフィス施設

昨年4⽉頃コロナが始まって緊急事態宣⾔が出て
から。頻度は週2,3回。部下も週2,3回

電波が悪いことやタイムラグがあること。ヒヤリン
グや報告会はいいが、みんなで会議をしてモノを
決める時に、その空気感や意思疎通がわからな
い。話がずれ始める。会議の落としどころが⾒え
ないというところ。

クレジットカード
業の営業統括 部長クラス 大手シェア

オフィス施設

会社としては週1もしくは週2の在宅勤務を推奨し
てて、管理職以外のメンバーは週1もしくは週2
の在宅勤務を実施している。

不⾃由な点はなし。コロナ禍前の通常出社してい
るときの⽣産性を１と考えて、シェアオフィスだと
それが下がるという考え⽅はない。リモートワー
クやシェアオフィスでの仕事の⽣産性が１であれば、
出社してるときはそれが1.1とか1.2とかプラスに
なるような考え⽅に少しずつ慣れてきた。

製 造 業 のＳE
で、社外のコン
ピューターシス
テムを製造

部長クラス 大手シェア
オフィス施設

本格的に開始したのはコロナがきっかけでちょうど
1年ぐらい前から。全体として出社⽐率50%以
下という⽬標があるが、出社頻度は⼈によってそ
れぞれ。

①社外のシステムを作るためにお客さんの情報を
扱うので、部署的にシェアオフィスでの仕事が難し
い。②⾃宅：空調、暑がりで広い部屋に⾃分しか
いないのに冷房をつけるのが⾮常に罪悪感で電気
代も結構上がった。③⾃宅：仕事場所の確保、今
は⾃分⽤の⼩さな机を買って半畳ぐらいのスペー
スをテレワーク⽤にしているが、それまではコタツ
でやっていたり環境がよくなかった。④会社から
⽀給されたノートパソコンが⼩さい画⾯で⾮常に
つらかった。今はディスプレイも使ってやっている
のでだいぶマシになった。

●デプスインタビュー結果
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オフィス勤務に戻りたいか/会社からオフィス勤務に戻るような働きかけ

■テレワークにも慣れ、移動時間を考えるとオフィス勤務に戻りたくはない様⼦。

■テレワークを前提に1⼈当たりオフィス⾯積を減らす⽅針の会社が散⾒され、オフィス回帰の動きは乏しい。

業種・職種 役職 あなた⾃⾝はオフィス勤務に戻りたいですか 在宅勤務からオフィス勤務に戻るような動き
（会社からそのような働きかけ）

⾦融機関で営業 課⻑クラス

出社する時間を考えると今のままで、週に1,2回は在宅が良い。 近隣店舗と統合した。テレワークを導⼊しているため、オフィ
ス⾯積を⼩さくしても社員をまかないきれるという判断であ
る。本社の⼤⼿町オフィスも⾯積を減らして、シェアオフィ
スでカバーする⽅針。

サービス業の経
理、会計系 課⻑クラス

通勤と在宅勤務のハイブリット型を希望。 本社機能を分散できるようにするため、サテライトオフィスを
作るという動きはあるが、従業員が⼊りきれるだけのスペー
スが確保できない点で難しい。サテライトオフィスをシェアオ
フィスにすることは⻑期で⾒たときに費⽤が合わない。コロ
ナが収まれば、シェアオフィスは使わなくなり徐々にもとに
戻していくものと考えている。

IT関連で
システム開発 課長クラス

戻りたいとは思わない。通勤のための移動時間は無駄でし
かないと思う。世界的に⾒るとやっぱりリモートでの仕事のや
り⽅っていうのはやっておかないと、⽇本だけ遅れてしまうこ
とになるので、そういう意味でも継続したい。

無い。

運輸業（空輸）
で法⼈営業 課⻑クラス

あまり思わない。当初は出社してる⽅が仕事の効率は⾼いなっ
ていう認識でいたんが。遠隔での打ち合わせ等にも慣れてき
たため、通勤時間を削減できる、プライベートの時間が充実
する…ということを考えたら、テレワークもありかと思う。

今のところ無いが、予約を取る部⾨や個⼈情報を扱う部⾨な
ど⼀部部署では⼈数を減らしながら週5で出勤せざるを得な
い状況になっている。

固定系の通信業
の法⼈営業 課⻑クラス

判断に迷う。 ない。出社率は3割に、と会社から⾔われている。今年度
末までにオフィスを移転するが、⾯積は7割ぐらいで、会議
スペースを増やして個々の作業スペースは半減という形で設
計している。

飲⾷店運営会社
の事業本部⻑ 本部長クラス

現場に⾏く機会が多いので、出社を増やしてテレワークを減
らしたい。ただ、オフィス勤務に戻りたいというよりも、現
場にも⾏っているので、極端な話オフィスというよりも集ま
れる場所があればどこでもいい。

今ちょうど検討中。管理部⾨に関しては出勤しなくてもでき
る仕事が結構あることがわかった。

クレジットカード
業の営業統括 部長クラス

管理職で、かつ、⾦融関連のため、毎⽇出社しており、オフィ
ス勤務が基本。

⼤きな流れとして、テレワークが後退する感じはあまりない。
むしろテレワークはこれからの働き⽅の⼀つとして、在宅であっ
たりシェアオフィスの活⽤だったり、それを前提とした働き⽅
というものがこれからスタンダードなものに変わっていくと思
う。コロナが収束したからといって出社率は戻らないと思う。

製 造 業 のＳE
で、社外のコン
ピューターシス
テムを製造

部長クラス

個⼈的には全く戻りたくない。出勤の時間が単純に削減でき
る、服装も気軽、昼ご飯も⾃分で作って⾷べられるなど時間
の使い⽅に柔軟性が出たため。

全社的にもテレワークは続くと思う。今まさにフリースペー
ス化を進めているところで、今までは1⼈に⼀席必ず机があっ
たが、今は例えばグループで何⼗席みたいな感じにしている。
完全にできた暁にまた元に戻そうというのはなかなか難しい
と思う。

●デプスインタビュー結果
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Topics変化する働き方とワークプレイス

テレワークの不⾃由な点/シェアオフィスの活⽤によるテレワークの課題解決の可能性

■部下の顔⾊や様⼦を⾒ることができなくなったことでマネジメントに課題。

■シェアオフィスに（不）定期に集まることで課題解決につながる可能性。

業種・職種 役職 テレワークの不⾃由な点（具体期に) レンタル／シェアオフィスの活⽤による
テレワークの課題解決の可能性

⾦融機関で営業 課⻑クラス
コミュニケーションの⾯での課題は感じていない。LINE_
WORKSとかも導⼊されているので、コミュニケーションと
いうのは取れると思っているから

特になし

サービス業の経
理、会計系 課⻑クラス

Zoomでは資料のやり取りが難しい。対⾯ではその場で解
決できる問題でも、Zoomでは「後でやっておきます」と
なりがち。

シェアオフィスで同僚や部下と顔を突き合わせるということは
なかった。

IT関連で
システム開発 課長クラス

⾃分の知らないところで何かトラブルが起きている、あるい
は困っている⼈がいた…など。リモートミーティングだと⽤
がないと話せないためトラブルに気づけない。

例えば打ち合わせの後にみんなでシェアオフィスに⾏って、
会議室に数⼈で⼊って確認・相談したのは有効的な使い⽅だっ
たと思う。

運輸業（空輸）
で法⼈営業 課⻑クラス

対⾯営業の場合、会って話す中からヒントが得られたりその
場で提案等もできるが、リモートになってからは営業スタイ
ルが機械的になってしまった。部下とのコミュニケーションも、
普段は上司の顔⾊等を伺って、相談するかを確かめるが、そ
れもなくなり相談しづらくなってしまった。

チームで集まる日を決めるなど通勤と在宅勤務のハイブリッ
ト型も良いと思う。

固定系の通信業
の法⼈営業 課⻑クラス

これまでマイクロマネージメントを⾏っていたが、在宅下で
マネージャー側からコミュニケーションを⾏うことが、ハラ
スメントにつながる可能性がある。
ローパフォーマーに対しては、チャットをうまく使い、進捗管
理を意識することで、⽣産性をキープするようにしている。

社員が（不）定期に集まる必要はないと思う。ただ、社員が
集まることによって、気分転換にはなると思う。大手シェア
オフィスの会議室にメンバーを全員集めた際、⾼層階でリゾー
ト感があり、クリエイティブな会議ができた記憶がある。

飲⾷店運営会社
の事業本部⻑ 本部長クラス

健康管理や⼼理⾯は画⾯ごしなので確認しづらい。社員の健
康管理や状況というのは画⾯上で集団でコミュニケーション
をとっている時は本⼈に何かあっても⾔えない。対⾯であれ
ば、「後でちょっと話が〜」と⾔えるが、画⾯上で「後で〜」
とはなかなか⾔えない。

事業部や課ごとに週1、2回ほど集まれる場所であれば、レ
ンタル/シェアオフィスで良いのではないかと思う。

クレジットカード
業の営業統括 部長クラス

⼈材の育成。コロナ禍以降の新⼊社員は、コロナ禍前に⼊
社したメンバーよりも育成スピードが遅い。出社していれば
気軽に近くを通って、PCの画⾯をちらっと⾒ながら空気感を
感じられるが、在宅ではわからない。

製 造 業 のＳE
で、社外のコン
ピューターシス
テムを製造

部長クラス

今までは職場を⾒渡して悩んでいそうな⼈がいたら話しかけ
られたけど、姿が⾒えないとできなくなったのでつらい。ホ
ワイトボードを使って、絵を描きながらここがこうなってと指
で指しながら話すことがよくあったが、それもやりづらくなった。

特にレンタルオフィスで解決はしていない。コミュニケーショ
ンは、いわゆる定例ミーティングみたいなものを設けてこち
らから積極的に問いかけている。仕事を進めるときはZoom
のホワイドボードツールなどの機能でなんとか頑張っている。

●デプスインタビュー結果
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シェアオフィスの⾃社オフィスとの代替可能性/⾃社オフィスの今後の⽅向性

■機密情報の漏洩リスクがない場合や、他部⾨との連携があまり必要でない部署に限りシェアオフィスはオフィスの代替になり
うるとの声がある

■営業部⾨では顧客のオフィスに近いシェアオフィス拠点があれば、⾃社オフィスよりも営業上有利との意⾒も。

業種・職種 役職 レンタル／シェアオフィスの
自社オフィスとの代替可能性

今後の自社オフィスについて、
拡大/縮小/維持する理由

⾦融機関で営業 課⻑クラス ⾦融機関に勤務しているため、個⼈情報を含めた機密情報が
守られるのであれば⾃社オフィスの代わりになると思う。

検討中

サービス業の経
理、会計系 課⻑クラス

⼗分使える。オフィスでやっている事と変わらないもの（事
務作業など）をやっていた。

検討中

IT関連で
システム開発 課長クラス

個⼈作業やwebミーティングに参加する際は、シェアオフイ
スは代わりになる。ただし、対⾯でのコミュニケーションを
取りたい時は、シェアオフイスは⾃社オフィスの代わりにな
りにくい。シェアオフイスは各⼈の⾃宅から近いところへ選
ぶため、⼀つのシェアオフィスにみんなで集まるのは合意が
取りにくく、それなら⾃社オフィスでよいと思う。

検討中

運輸業（空輸）
で法⼈営業 課⻑クラス

例えばその部⾨で孤⽴して仕事ができる営業セクションは、
代わりになり得ると思う。他部署との連携が必要な部署は、
対⾯よりもリモートの⽅が壁があるので難しいと思う。間接
部⾨の総務・経理の部⾨は、ひょっとしたらできるのかもし
れない。

（縮⼩）3〜4名のスタッフしかいない地⽅の部署は、わざわ
ざ出社しないで、⾃宅近くにサテライトオフィスとして大手シェ
オフィスを契約することを考えて
いる。神奈川、千葉の営業担当も⾃宅近郊にサテライトオフィ
スを設置することを検討している。営業や予約部⾨のような
将来的にAIで代替できる部⾨のスペースを縮⼩させて、他
部⾨に移すことも検討している。

固定系の通信業
の法⼈営業 課⻑クラス

業務の機能的な部分とはなり得ない。サービスオーダーを回
したりだとか、顧客の機密情報をいじる場合というのは、社
内の基幹システムに⼊らなければならない。よって、出社
は必要。

（縮⼩）出社率は3割に、と会社から⾔われている。今年度
末までにオフィスを移転するが、⾯積は7割ぐらいで、会議
スペースを増やして個々の作業スペースは半減という形で設
計している。通信設備を抱えているビル、⼈はいないが、無
⼈のビルはかなり持っているので、そこを今もう⼀度サテラ
イトオフィスとして開き直すことになると思う。

飲⾷店運営会社
の事業本部⻑ 本部長クラス

なりうる。昔ならば千代⽥区の良い場所にあることが信⽤、
ステイタスになったが、今はお客様に来ていただくのではな
く我々が出向く形が良い。
都合が悪ければカフェ、ホテルのロビーになるケースもあるが、
プレゼン等を考えるとレンタルシェアオフィスは時間や⽇単
位で借りられるので合理的で良いとも思う。お客様の近くで
ということも可能。実際この形で動いていて効果あり。

（縮⼩）管理部⾨に関しては出勤しなくてもできる仕事が結
構あることがわかったので、オフィス⾃体の存在意義はない
かなと思うようになった。
フロアをより⼩さく、または家賃を安くするなど検討中。そ
の経費をお客様に充てるほか、社員のリモートワークデバイ
スを最新バージョンに変えるなどしている。

クレジットカード
業の営業統括 部長クラス

特になし （維持）オフィスは縮⼩しない。情報流出のリスクから⾃社
オフィスは必要。段階的に緩和しているがやはりコアな個⼈
情報については、リーチできないような仕組みを持っている。
オフィス⾃体の⾯積を減らすというよりは、出社率を減らしな
がら、オープンアドレスで固定の席をもたないなど、ちょっと
ゆとりがあって遊び⼼がある職場環境に変える動きは進んで
いる。

製 造 業 のＳE
で、社外のコン
ピューターシス
テムを製造

部長クラス

今のところ、あくまで⼀時的な作業場所の位置づけ （縮⼩）今まさにフリースペース化を進めていて縮⼩している。

●デプスインタビュー結果
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Topics変化する働き方とワークプレイス

Workusのニーズ/ワーケーションの実態

■ Workusは「利⽤したい」との声が多かった。部下の状況把握のほか、シェアオフィス契約が従量制の場合の

　コスト管理上のニーズあり。

■ワーケーションは導⼊可能な部⾨とそうでない部⾨との間での不公平感がボトルネック。

※Workus:弊社株式会社オファーズが提供するスマートフォンアプリ「Workus（ワーカス）」「Workus」は、提携企業などが保有するワークスペースの時間単位の利用や、
自社オフィスの利用状況の可視化が可能な法人顧客向けのサービスであり、今後働き方のデジタルシフトを実現するための様々なコンテンツを提供していく予定
https://workus-web.com/

業種・職種 役職 Workusのようなサービスの利⽤意向 ワーケーションの利⽤意向
ワーケーションの導⼊による、仕事上の支障

⾦融機関で営業 課⻑クラス

利⽤したい。部下が、どこで何をやってるかっていうのもあ
る程度把握ができた⽅が良いかなと思う。出社してるときは
⽬で確認できたが、在宅勤務だとパソコンつけて寝たりして
ることも場合によってはあるかなと思う。ただ仕事の場所を
把握したいというよりは、あくまで進捗度合いを確認したい。

会社として導⼊していないが、利⽤してみたい。仕事上、⽀
障が出ることはないと思う。

IT関連で
システム開発 課⻑クラス

利⽤したい。部下の状況を把握したいのと、現在利用中の
大手シェオフィスは利⽤ごとに料⾦が発⽣するため、コスト
を把握する意味でも誰がどれくらい使ったかの確認に使いたい。

ワーケーションの制度が使える⼈・⽣産性が上がる⼈は、積
極的に使って良いと思う（個⼈的には、オン・オフの切り替
えが難しそうに感じるが）。

固定系の通信業
の法⼈営業 課長クラス

スケジュールツールが別にあるため、それで⼗分。現在利用
中の大手シェオフィスの管理ページはサイトの利⽤状況がわ
かるし、当⽉・前⽉のトータル利⽤時間や、どこで使ったか
もわかるため、それで⼗分だと思う。

制度化はされていないが、2〜3か⽉に1回程度はワーケーショ
ンをしている。ただし、部署によって不公平が出るため（基
幹システムを操作する⼈が利⽤できない）、制度化は難しい
のでは。

クレジットカード
業の営業統括 課⻑クラス

Workusのようなサービスものは魅力的かなと思う。 恐らく、会社として今すぐ導⼊することは考えておらず、また、
そのような情報もない。恐らく難しいと思う。部署間でワー
ケーション可能な部署と不可能な部署の不公平感といった問
題が当然出てくる。

製 造 業 のＳE
で、社外のコン
ピューターシス
テムを製造

課⻑クラス

現在はパソコンと勤務状況が連動する形になっているため、
追加機能次第では導入検討を社内で検討したい。

できる⼈はやっても良いと個⼈的に思っていて、⾃分もやっ
てみたい派。会社としての導⼊の予定は今のところないが、
リモートワーク中⼼であるため、やろうと思ったら個⼈レベル
でできる。ただ会社の⽴場として考えると、緊急の場合に本
社まで何時間以内で到達できるみたいな制限はつけざるを得
ないだろうと思う。専⾨性が⾼い仕事なので当番制は厳しい。

●デプスインタビュー結果
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シェアオフィスを利⽤する理由

■シェアオフィスは、⾃宅や取引先のオフィスから近い場合の利⽤が多い。

■また、⾃宅だと家族がいたり、ワークスペースの確保の問題や通信環境⾯、オフィシャル性などで問題がある場合に利⽤する
ケースが多い

他の⼊居企業との交流

■コロナ禍前でも他社との単発的な繋がりはあったものの現時点（コロナ禍）で、具体的に事業化・マネタイズしたケースはほ
ぼ無い状況

■交流内容は案件獲得よりも同業種との情報交換が中⼼。

業種・職種 役職 他社との交流についての具体的なメリット（成果）

⾦融機関で営業 課⻑クラス 他の⼊居企業と少し話す程度で、新たに案件に繋がった事例はなし。同じ⾦融機関のような⼈と話す機会が多かったが、案件
獲得につながるというより、うちの会社はこういうふうにやってるよとか、こういうのが売れ筋だよっていうような情報共有程度。

サービス業の経
理、会計系 課⻑クラス

現在入居中の大手シェオフィスではメリットは特になかった。シェアオフィスに同業者がいれば、お会いする意味があると思う。
こちらの部署が会計税務の部署と、ある程度専⾨的なところなので、異業種よりも同業の⽅が参考になる（情報交換ができる）。

IT関連で
システム開発 課長クラス

業務上気密性が高いため、他社との交流はほぼ皆無

運輸業（空輸）
で法⼈営業 課⻑クラス

案件獲得までは難しいが、コロナで営業体制がどう変わったという話について、情報交換ができた。他業界の動向を知るこ
ともできた。巷でこういう状況になってて、こういうことした⽅が良いのでは、というような提案⼒の向上につながったと感じる。

飲⾷店運営会社
の事業本部⻑ 本部長クラス

契約当初は⼤きなスペースで⾊々な話ができると最初は期待していたし、そういうところから情報を拾うということがある。し
かしながら、今はコロナ禍ということもあり、それ程会話もできない。

●デプスインタビュー結果

業種・職種 役職 ⾃社オフィスを使わず、
レンタル／シェアオフィスを利⽤する理由

⾃宅ではなく、レンタル／シェアオフィスを利⽤する理由
⾃社オフィスを使わず、レンタル／シェアオフィスを利⽤する理由

運輸業（空輸）
で法⼈営業 課⻑クラス

⾃社オフィスがややアクセスしにくく、シェアオフィスの⽅が
アクセスしやすい。環境が静か、IT・インフラ関係がきちん
と整っている、好きなときに飲み物が飲める。⾃社オフィス
よりも綺麗に管理されているのではないかと思う。

⾃宅のネット環境が整っていない。スタッフによっては家より
もレンタルオフィスなどで仕事をした⽅が、スーツなどを着
て⾝だしなみを整えるため、⽣活リズムを整えることができる。
家から全く出ないのは、精神的にもやられてしまう。

固定系の通信業
の法⼈営業 課⻑クラス

誰にも話しかけられずに、別空間で集中して作業したい時が
あるから。前後の移動時間の削減のため。

集中して業務にあたるため

飲⾷店運営会社
の事業本部⻑ 本部長クラス

①お客様や取引先との交渉の場。出資してくれる⼈のオフィ
ス近くのレンタルオフィスでプレゼンすれば、お客様の都合
の良い時間に合わせられるし、他の業者もすり合わせしやす
い。店を売却するとか、買収するなどの場合、フットワーク
が軽く、⽴地上の利便性の⾼い拠点があるとかなり有利。
②従業員に対しては、出社はしないけど何かあったらそこで
話そうという場所（オフィスの代⽤として）

家庭の状況

クレジットカード
業の営業統括 課⻑クラス

複数の営業先に訪問する際、シェアオフィスを活⽤すること
で、わざわざ会社に戻る必要性がなくなったりとか、相⼿先
の近くのシェアオフィスで何か資料を作ったり、準備をしたり
する場合に利⽤。

家に⼦供がいたり、ワークスペースの問題、家のWi-Fiの調
⼦が悪いという理由など。

製 造 業 のＳE
で、社外のコン
ピューターシス
テムを製造

課⻑クラス

⼈事考課的なものは密室でやりたいが、オフィスの会議室
では場所が限られていて予約が取りづらいので、シェアオフィ
スに集まってやっていた。
コロナ禍前は、いつもの職場での会議室だとかわりばえがし
ないので、少し気分を変えるっていう意味で利⽤していた。

外出先の打ち合わせの直前/直後に打ち合わせが⼊っている
ときなどに利⽤するくらい。
家族がいて家で⼀⼈になれない、今⽇の会議は聞かれたくな
いという⼈が使っているという話も聞く。

●デプスインタビュー結果
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Topics変化する働き方とワークプレイス

当該シェアオフィスを選んだ理由/社内決裁上のポイント

■シェアオフィス選定は拠点数（⽴地網羅性）がポイント。

■その他決め手は⽴地のほか郊外拠点の存在、アクセスのわかりやすさ、価格面も。

■社内決済上のポイントは⽴地、料⾦、セキュリティのほか費⽤対効果（作業⽣産性、交渉の場としての利⽤など）。

業種・職種 役職 当該レンタル／シェアオフィスを選んだ理由 契約時に、社内決裁を通すためのポイント

⾦融機関で営業 課⻑クラス

⽴地。今⽀店の統廃合中でて、⼤型の拠点に集約している
結果、ターミナル駅でも⽀店がない状況となっている。現在
利用中のシェアオフィスではそれをある程度カバー出来ると
判断したのが、影響している。

⼩⽥原や静岡に家があって、単⾝赴任してる社員がいるが、
単⾝赴任⼿当をなくして、そのような場所にシェアオフィス
の拠点を持つ⽅がコストメリットがあって、上に説明がつき
やすい。

サービス業の経
理、会計系 課⻑クラス

⼀番は⽴地⾯。ドリンクなど、アメニティが使いやすかった。 コロナ対策、⽴地、費⽤。
コロナが続く限り利⽤するつもりであり、IDももう少し増や
す可能性あり。

IT関連で
システム開発 課長クラス

管理部⾨ではないので不明だが、セキュリティとか、あとは
拠点の多さだと推測される。セキュリティ⾯は個室や会議室
があるため、パソコンを覗かれたり、Web会議の内容を聞
かれたりするリスクが少ない。

セキュリティー確保が第⼀。「誰が何時から何時まで使った」
など、⼊退室の記録がしっかり残らないと困る。また、パソ
コンのディスプレイを覗かれると困るため、個室がガラス張
りのところは避けている。

運輸業（空輸）
で法⼈営業 課⻑クラス

（サテライトオフィスを設置）九州の営業所からの推薦があっ
たため。また、料⾦⾯で柔軟に対応してくれたため。営業の
フォロー体制もしっかりしている（対応が迅速）。電話スペー
ス充実、ネット環境も安定、ほかの利⽤者もしっかりした企
業が多い印象。⽴地は千葉、神奈川、佐賀といった郊外部
にサテライトオフィスを設置できる⽴地であった。

⼀番は料⾦面。部署内決裁で済むと社内を通しやすかった。

飲⾷店運営会社
の事業本部⻑ 本部長クラス

⼀番⼤事なのは⽴地とアクセス。契約したクライアントの近
くの拠点であったから。渋⾕、東京、品川あたりに3つもっ
ていれば従業員にとっても良い。

コスト⾯より使うにあたってのメリットが重要。⼀千万円投
資する事によって利益を得られるのだったらそれはそれでいい。
極端な話、多少損してもお客さんが満⾜して次につなげられ
るのであれば、それでも良い。

クレジットカード
業の営業統括 部長クラス

拠点数だったり、その拠点もその箱の⼤きいものからコンパ
クトなシンプルなものとかいろいろ種類があった

社員の⽣産性が上がるかどうか、がポイント。駅近、ターミ
ナル駅周辺など。⾦額⾯よりは⽣産性を重視。

●デプスインタビュー結果
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今後レンタルオフィス/シェアオフィスに要望する箇所

■サテライトオフィス⽤途の関東近郊の地⽅拠点の拡充、出張・帰省時利⽤⽤途の地⽅都市への展開、シェアオフィス内のアテ
ンド・プレゼン外注機能、スポット利⽤の⼿続き簡略化、メンタルヘルス機能、従業員同⼠がもっと話せるような場所の提供、
などが挙げられた。

業種・職種 役職 今後レンタルオフィス／シェアオフィスに要望する箇所

⾦融機関で営業 課⻑クラス 関東近郊の地⽅の拠点の拠点数

サービス業の経
理、会計系 課⻑クラス

個室、会議スペースをもっと使いやすい価格帯にして欲しい

IT関連で
システム開発 課長クラス

地⽅都市への展開。地⽅に出張に⾏ったときや、帰省をしたとき、⾸都圏よりも地⽅の⽅が少ないので地⽅にもあった⽅が良
いと思う。

運輸業（空輸）
で法⼈営業 課⻑クラス

若い社員が望むのは、駅から濡れない範囲で移動できる、アクセスしやすいところ。

固定系の通信業
の法⼈営業 課⻑クラス

アテンド機能の充実。アテンド⽤の⼈を1時間⼀緒に貸してもらって、プレゼンのサポートをしてもらえるような⽴場の⼈。さらには、
アテンドの⼈に、資料を事前に渡しておいて、プレゼンまでやってもらえるような⽴場の⼈。

飲⾷店運営会社
の事業本部⻑ 本部長クラス

①メンタルヘルスケアマネージャー。⾃社の⼈間じゃなくて第三者に聞けるような場所として提供。
②気軽に従業員同⼠が話せるような場所にしたい。⾃社オフィスだと堅苦しくなる。
③⼿続きを簡略化してほしい。極端な話カラオケボックスみたいに気軽に借りられたら良い。今は契約しているところは好きに
⾏けるけど、スポットで⾏くと⼿続きがそれなりに必要で煩わしい。

●デプスインタビュー結果
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